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はじめに 
 
我が国では、急速に少子高齢化が進展するとともに、労働力人口の減少が見込まれている中で、

平成 13 年度以降公的年金（定額部分）の支給開始年齢の段階的な引上げが行われ、平成 25 年度 

からは 65 歳からの支給となるとともに、報酬比例部分の段階的な引上げも開始された。 

このような状況下で、経済社会の活力を維持していくとともに、60 歳台前半の生活を支えてい 

くためには、高齢者が長期にわたって培ってきた知識と経験を有効に活用しながら経済社会の担

い手として活躍できるような就労環境を整備し、高齢者の雇用を推進していくことが官民共通の

課題となっている。 

民間では、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46 年法律第 68 号）において、定年 

を定める場合にはこれを 60 歳以上とすること及び継続雇用制度の導入等 65 歳までの高年齢者雇

用確保措置を講じることが義務化されており、各企業においても同法に基づいた 65 歳までの雇用

の仕組みが導入されているところである。 

国の行政機関においては、平成 13 年４月から国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）に基づ

く再任用制度が施行され広く活用されるとともに、平成 25 年３月 26 日には、公的年金の報酬比

例部分の支給開始年齢の引上げに対応し、「国家公務員の雇用と年金の接続について」が閣議決定

されたところである。 

地方公務員においても、平成 13 年４月から地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）に基づく

再任用制度が施行され、運用されてきたところであるが、平成 25 年３月 29 日に「地方公務員の

雇用と年金の接続について」が通知され、各地方公共団体において、国家公務員に係る閣議決定

の趣旨を踏まえ、地方の実情に応じて必要な措置を講ずるよう要請されることとなった。 

消防においても、常備化が急速に進んだ昭和 40 年代に採用された職員が大量に退職する時期に

あり消防組織の新陳代謝が激しくなる中で、いかにして消防力を低下させることなく、組織力を

維持していくかという点が課題となっている。 

本検討会は、こうした状況の中で、消防の職場・業務の特性を踏まえつつ、消防力を維持しな

がら再任用職員を中心とする高齢職員がこれまで培ってきた多様な専門的知識や経験を積極的に

活用するために必要な条件等について検討することを目的に開催されたものである。 

消防吏員のうち約 95％を占める階級が消防司令以下の「特定警察職員等」については、年金の

支給開始年齢の引上げが６年遅れとなってはいるものの、高齢者雇用の環境整備を進めておくこ

とが急務である。各関係機関においては、この報告書を参考に、さらに高齢者雇用について検討

を深めていただき、地域の実情に応じた高齢化対策を推進することで、消防力がより一層高まる

ことを切に期待する。 
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第１章 検討会の背景・目的 

 

１ 高齢者対策の動向 

  我が国の人口構造の高齢化は急速に進展しており、労働力人口も減少に向かっていること

から、労働力の確保の観点からも、働く意欲のある高齢者が長期にわたって培ってきた能力

や経験を有効に活用しながら経済社会の担い手として活躍できるような就労環境の整備が必

要となっている。 

高齢社会対策を総合的に推進し、経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上を図るこ

とを目的とする高齢社会対策基本法（平成７年法律第 129 号）では、 

①国民が生涯にわたって就業その他の多様な社会的活動に参加する機会が確保される公正で

活力ある社会 

②国民が生涯にわたって社会を構成する重要な一員として尊重され、地域社会が自律と連帯 

の精神に立脚して形成される社会 

③国民が生涯にわたって健やかで充実した生活を営むことができる豊かな社会 

を構築することが、基本理念として定められている。 

また、高齢社会対策基本法に基づき、政府が推進すべき基本的かつ総合的な指針となる高

齢社会対策大綱（平成 24 年９月７日閣議決定）においても、国民一人ひとりの意欲と能力が

最大限に発揮できるような社会を構築することが必要とされ、高齢者の捉え方の意識改革や

高齢者の意欲と能力の活用等が基本的な考え方として示されているところである。 

 
２ 公的年金の支給開始年齢の引上げ 

   平成６年の年金制度の改正により、公的年金の定額部分の支給開始年齢は平成 13 年度以降

60 歳から 65 歳へと段階的に引き上げられた。続いて、平成 11 年の改正により、報酬比例部

分の支給開始年齢も平成 25 年度以降、段階的に 60 歳から 65 歳へ３年に１歳ずつ引き上げら

れることとなり、60 歳定年制においては、定年退職後公的年金が支給されず無収入となる期

間が生ずることから、雇用と年金の接続が官民共通の課題となっている。 

具体的には、昭和 28 年４月２日以後に生まれた人については、段階的に年金支給開始年齢 

が引き上げられ、最終的には、昭和 36 年４月２日以後に生まれた人以降は 65 歳から年金が

支給されることになる。これにより、60 歳定年制においては、平成 26 年度から無収入とな

る者が生じる可能性がある期間が発生し、将来的にはその期間が５年間になると見込まれて

いる。 

（図 1-1 公務員の年金支給開始年齢引上げスケジュール） 

1



３ 民間の雇用と年金の接続 

  民間については、高齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律（平成 24 年

法律第 78 号）において、希望者全員に対する 65 歳までの段階的な雇用確保措置が義務付け

られるとともに、継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みを廃止し、継続雇用の充実強化

に対応した取組が進んでいる。 

  また、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部改正の趣旨等を踏まえ、高年齢者の

雇用・就業についての目標及び施策の基本的考え方を、労使をはじめ国民に広く示すととも

に、事業主が行うべき諸条件の整備等に関する指針として、高年齢者等職業安定対策基本方

針が示され、高年齢者の雇用の安定の確保、再就職の促進及び多様な就業機会の確保等が図

られている。 

なお、民間企業における 60 歳定年到達者の再雇用の運用状況をみると、非管理職層を中心

に多くの者が継続雇用され、また、定年前の仕事内容を継続する形が多くなっている。 

 

４ 国家公務員の雇用と年金の接続 

  国家公務員については、平成 13 年度から始まった公的年金の定額部分の支給開始年齢の段

階的な引上げに対応し、60 歳定年後の継続勤務のための任用制度として新たな再任用制度が

施行され、多くの職員が再任用されてきたところである。 

  平成 23 年９月 30 日、人事院から「定年を段階的に 65 歳に引き上げるための国家公務員法

等の改正についての意見の申出」が行われ、この中で人事院は、公的年金の支給開始年齢の

引上げにあわせて、平成 25 年度から平成 37 年度に向けて、定年を段階的に引き上げること

が適当であるとされた。 

  一方、政府の検討においては、民間において定年引上げよりも継続雇用制度が主流である

ことなどから、再任用制度での対応を図ることを基本に議論がなされ、「国家公務員の雇用と

年金の接続について」（平成 25 年３月 26 日閣議決定）により、人事院の「定年を段階的に

65 歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申出」の趣旨、高年齢者等

の雇用の安定等に関する法律に掲げられている高年齢者雇用に係る基本的理念や事業主の責

務の規定の内容等を踏まえ、当面、定年退職する職員が公的年金の支給開始年齢に達するま

での間、再任用を希望する職員については再任用することで、雇用と年金の接続を確実に接

続することとされている。 

 

５ 地方公務員の雇用と年金の接続 

  地方公務員についても、国家公務員同様、平成 13 年度から新たな再任用制度が施行されて

きたが、平成 25 年度以降、公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢の引上げに伴い、「地方

公務員の雇用と年金の接続について」（平成 25 年３月 29 日総行高第２号総務副大臣通知、以

下「総務副大臣通知」という。）が通知された（参考資料３参照）。 

この通知では、地方公務員の雇用と年金の接続を確実にするため、各地方公共団体におい

て、国家公務員の雇用と年金の接続についての閣議決定の趣旨を踏まえ、能力・実績に基づ

く人事管理を推進しつつ、地方の実情に応じて必要な措置を講ずるよう要請されているとこ

ろである。 
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第２章 再任用制度の課題・対策 

 
 平成 24 年度に開催された第 15 回及び第 16 回全国消防長会総務委員会において、雇用と年金の

接続に関連する議題が提案され、現状の再任用制度の運用における分析や課題への対策等が検討

された。検討に当たって各委員から挙げられた意見等は、以下のとおりである。 
１ 再任用制度の課題や対策 

【課題】 

①年度ごとの再任用職員数の見込みが難しいため、採用計画に支障をきたすおそれがある。 
②再任用職員が増加すると新規採用職員数が減少するため、将来的に組織設計が停滞する。 
③健康面や体力面の維持に不安がある。 
④業務に対する意識が低下しており、若手職員との意識に差がある。 
⑤再任用により従来の上下関係が逆転することから、人事管理が困難となる。 
⑥再任用職員がより明確に業務に従事できる体制作りが必要である。 
⑦体力的な面等から業務が限定されるが、毎日勤務のポストも限られるため、配置の確保が困

難となる。 
⑧再任用制度が拡大されると、若手職員のキャリア育成に支障が生じると予想される。 
⑨高齢化に伴う消防力の低下が危惧される。 
⑩正規職員と比較して再任用職員は体力的に劣ることから、公務災害の増加が予想される。 
⑪フルタイム勤務となると職員定数に含まれるため、定数管理上の問題が生じる。 

 
【対策】 

①退職数年前から面談等を実施し、再任用の希望や可否を早期に把握するように努める。 
②今後を見据え、現役職員については、現場活動のみならず様々な業務に再任用できるよう、

ジョブローテーションを活発にしていく。 
③年代別に体力目標を設定し、健康・体力維持の指導を強化する。 
④身体能力に合わせた装備・資機材を整備する。 
⑤新規再任用職員に対する研修を実施している。 
⑥個々の能力や資格を生かせるよう業務を整理し、それぞれの役割に応じた階級、役職で業務

に就かせる。 
⑦採用計画及び昇任計画に影響が出ないよう、非常勤制度を柱に再任用制度を補助的に併用し

ている。 
⑧再任用するうえで、健康状態や体力について、客観的な基準を定める必要がある。 
⑨職員定員のあり方について検討する必要がある。（定員と別枠での採用等） 
⑩再任用職員個々の能力を判断し、適材適所の配置に努める。 
⑪再任用職員の持つ知識や技能の伝承を行えるような配置先を新たに確保する。 
⑫再任用採用・更新時に体力測定や健康診断を実施し、その結果に基づき適切に指導する。 
⑬再任用以外の雇用の確保を並行して更に充実させる。 
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２ 再任用職員を災害現場活動で有効に活用するための利点・課題について 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（利点） 
①再任用職員の知識・技術・経験が災害現場活動に生かされる。 
②技術・知識などを継続的に指導・伝承することができる。 
③定数外採用の場合、隊の増強となる。また、欠員に対応できる。 
④地域事情を把握し、経験豊富である。 
⑤経験に基づく迅速な活動及び安全管理体制が徹底できる。 
⑥消防団との連携が取りやすい。 
（課題） 
①判断能力及び身体能力低下の影響が大きく、公務災害の増加も予想される。 
②体力健康の維持管理に課題がある。 
③部隊数が少なく、若手職員の配置に影響するため、配置ポストを考慮する必要がある。

④管理職であった職員の採用が難しく、指揮命令系統への影響も懸念される。 
⑤短時間勤務のため、勤務時間の調整が必要である。 

消防隊員として再任用する場合 

（利点） 
①再任用職員の知識・技術・経験が災害現場活動に生かされる。 
②技術・知識などを継続的に指導・伝承することができる。 
③現場の人員を増強できる。 
④経験に基づく迅速な活動及び安全管理体制が徹底できる。 
⑤関係機関とのスムーズな連絡調整がとれる。 
⑥消防隊と違い、体力を酷使する活動は少ない。 
⑦長年の経験に裏付けられた指揮命令や部隊運用が望める。 
（課題） 
①判断能力及び身体能力低下の影響が大きく、公務災害の増加も予想される。 
②部隊数が少なく、若手職員の配置に影響するため、配置ポストを考慮する必要がある。

③災害現場での責任が重く、再任用職員を充てるには精神的に苛酷である。 
④組織づくりの観点からすると、現役職員を指揮隊として運用するほうが望ましい。 
⑤在職時に指揮隊を経験していない職員の配置は、活動体制の低下を招く。 

指揮隊隊員として再任用する場合 
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３ 部隊の中での役割 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（利点） 
①再任用職員の知識・技術・経験が災害現場活動に生かされる。 
②専門的な技術・知識などを継続的に指導・伝承することができる。 
③定数外採用の場合、隊の増強となる。また、欠員に対応できる。 
④経験に基づく迅速な活動及び安全管理体制が徹底できる。 
⑤専門的な資格を保有しており、即戦力となる。 
⑥病態と病院選定の適正な判断ができる。 
⑦消防隊と違い、体力を酷使する活動は少ない。 
⑧配置ポスト数が多い。 
（課題） 
①視力低下等により、夜間の薬剤投与や挿管等が困難になる。 
②判断能力及び身体能力低下の影響が大きく、公務災害の増加も予想される。 
③重症事案及び高度医療を必要とする事案については、配置ポストを考慮する必要が 
ある。 

④出動回数が多く、時間外勤務も発生するため、健康管理上の問題が生じる。 
⑤若い救命士の育成が遅れる場合がある。 

救急隊員として再任用する場合 

（利点） 
①再任用職員の知識・経験・技術が災害現場活動に生かされる。 
②知識経験を生かし、災害現場において若手職員等へ教育ができる。 
③指揮能力があり、知識と経験が豊富である。 
④経験に基づく迅速な活動及び安全管理体制が徹底できる。 
⑤再任用職員が部隊内において最年長となるため、統率が図りやすい。 
⑥部下職員について十分掌握している。 
（課題） 
①配置できるポストが少なく、若手職員の登用に影響がある。 
②再任用職員が、現役職員を災害現場で指揮監督することにより、現役職員が災害現場

で得る貴重な機会、経験を失いかねない。 
③判断能力及び身体能力低下の影響が大きく、公務災害の増加も予想される。 
④再任用職員の中で、隊長と隊員とでは業務量・責任などに必然的に差が生じるが、給

与面での差がなくモチベーションの維持に不安がある。 

隊長として活動する場合 
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４ その他の災害現場活動に従事させる際に検討が必要な課題 

①再任用職員の健康状態確認のための方策 
②再任用までを見据えた個人の健康管理、体力の維持に向けた意識改革及び取組 
③安全管理や適応能力の考慮等、現場経験が少ない者への対応 
④フィジカルサポート体制の確立方策 
⑤従前の上司部下の関係逆転による、人事管理及び指揮命令系統の混乱への対策 
⑥現役職員のモチベーションの低下防止対策 

（利点） 
①再任用職員の知識・経験・技術が災害現場活動に生かされる。 
②技術・知識などを継続的に指導・伝承することができる。 
③隊長への適切なアドバイス及び支援が行える。 
④長年培った経験・実績による多角的で正確な現場判断が可能である。 
⑤現役職員に隊長や機関員を優先的に経験させることができる。 
（課題） 
①資機材搬送のスピード等、再任用職員の身体能力低下の影響が大きい。 
②判断能力及び身体能力低下の影響が大きく、公務災害の増加も予想される。 
③若手職員のキャリア育成に支障が生じるおそれがある。 
④かつての部下職員の下で隊員を務めると、意思の疎通がうまくいかないおそれがある。

⑤夜間や寒暖差における活動能力・判断能力等に支障が生じるおそれがある。 

隊員として活動する場合 

（利点） 
①再任用職員の知識・技術・経験が災害現場活動に生かされる。 
②技術・知識などを継続的に指導・伝承することができる。 
③機関運用・地水利を把握しており最良の出動経路及び現場活動が選択できる。 
④身体的負担が比較的少なく、身体能力の低下による影響が少ない。 
⑤必要な人員確保が望める。 
（課題） 
①視力低下により、夜間の出動に影響がある。 
②判断能力及び身体能力低下の影響が大きく、公務災害の増加も予想される。 
③若手職員のキャリア育成に支障が生じるおそれがある。 
④夜間や寒暖差により活動能力・判断能力等が低下するおそれがある。 
⑤運転技術に関し、瞬時の判断が劣る。 

機関員として活動する場合 
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第３章 検討会における各種調査結果 

 
 １ 調査の概要 

全国の消防本部及び消防学校を対象として、再任用制度の運用状況について調査を行った。 
   (1) 実施方法 
     全国すべての消防本部（770 消防本部）及び消防学校（55 消防学校）に回答を依頼した。 

なお、東京都消防訓練所及び東京消防庁消防学校については２校が併設されているため、 
今回の調査においては１つの消防学校として取扱っている。 

(2)  調査基準日 
平成 25 年４月１日 

(3) 実施期間 
平成 25 年９月２日～９月 24 日 

(4) 調査項目の構成 
【消防本部に対する調査項目の構成（主なもの）】 
・消防本部の構成 
・消防職員数 
・条例等の制定状況 
・調査基準日における再任用の実績 
・調査基準日における消防職員の再任用先 
・平成 24 年度の定年退職者における再任用希望状況 
・平成 24 年度の再任用者における平成 25 年度以降の再任用希望状況 
・調査基準日における消防職員の再任用状況 
・勤務形態別再任用実績（消防本部での再任用） 
・職域別再任用実績 
・再任用職員が行っている予防業務等の内容 
・再任用職員が行っている庶務業務等の内容 
・再任用職員が行っている市長部局等の業務の内容 
・再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職務 
・予防業務等の中で再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職務 
・庶務業務等の中で再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職務 
・市長部局等の業務の中で再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職務 

 
【消防学校に対する調査項目の構成（主なもの）】 
・再任用職員（「嘱託員等」を含む。）の教員としての任用状況 
・再任用職員（「嘱託員等」を含む。）が携わっている教育の種類・種別 
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２ 消防本部の調査結果 

(1) 消防本部の構成 

 
（図 3-2-1）消防本部の構成（Ｎ＝770） 

 
（2） 消防職員数 

 
（図 3-2-2）消防職員数(Ｎ＝770) 

 
(3)  条例等の制定状況 

  
（図 3-2-3）条例等の制定状況（Ｎ＝770） 

 

 

 

一部事務組合
又は広域連合

304本部

39.5％
単独

466本部

60.5％

100人未満
41.0％

100～299人
45.3％

300～
499人
9.2％

700～999人
1.0％

500～699人
1.8％

1000人以上
1.6％

未制定

97本部

12.6％

制定済

673本部

87.4％
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(4) 調査基準日（平成 25 年４月１日現在）における再任用の実績 

 

（図 3-2-4）調査基準日（平成 25 年４月１日現在）における再任用の実績（Ｎ＝770） 

 

(5) 調査基準日（平成 25 年４月１日現在）における消防職員の再任用先 

 

（図 3-2-5）調査基準日（平成 25 年４月１日現在）における消防職員の再任用先（Ｎ＝295） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績なし

475本部

61.7％

実績あり

295本部

38.3％

市長部局等のみ

54本部

18.3％

消防本部及び

市長部局等

116本部

39.3％

消防本部のみ

125本部

42.4％
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100人
未満

316 263 83.2% 53 16.8% 80 25.3% 28 8.9% 21 6.6% 31 9.8% 236 74.7%

100人
～

299人
349 308 88.3% 41 11.7% 131 37.5% 57 16.3% 55 15.8% 19 5.4% 218 62.5%

300人
～

499人
71 68 95.8% 3 4.2% 54 76.1% 29 40.8% 21 29.6% 4 5.6% 17 23.9%

500人
～

699人
14 14 100.0% 0 0.0% 12 85.7% 2 14.3% 10 71.4% 0 0.0% 2 14.3%

700人
～

999人
8 8 100.0% 0 0.0% 8 100.0% 3 37.5% 5 62.5% 0 0.0% 0 0.0%

1,000人
以上

12 12 100.0% 0 0.0% 10 83.3% 6 50.0% 4 33.3% 0 0.0% 2 16.7%

合計 770 673 87.4% 97 12.6% 295 38.3% 125 16.2% 116 15.1% 54 7.0% 475 61.7%

　　(6)　消防本部の職員数別　条例の制定状況及び再任用の実績（平成25年４月１日現在）

制定済 未制定 本部のみ
本部と

市長部局等

職員
数

本部
数

条例の制定状況 再任用の実績あり

再任用の
実績なし

市長部局等
のみ

　　（表3-2-1）消防本部の職員数別　条例の制定状況及び再任用の実績（平成25年４月１日現在）
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(7) 平成 24 年度の定年退職者における再任用希望状況   

 

（図 3-2-6）平成 24 年度の定年退職者における再任用希望状況（Ｎ＝3,054） 

    

(8) 平成 24 年度の再任用者における平成 25 年度以降の再任用希望状況 

 

（図3-2-7）平成24年度の再任用者における平成25年度以降の再任用希望状況（Ｎ＝1,524） 

 

(9) 調査基準日（平成 25 年４月１日現在）における消防職員の再任用状況 

   

（図 3-2-8）調査基準日（平成 25 年４月１日現在）における消防職員の再任用状況 

（Ｎ＝1,961） 

 

再任用希望者

1,038人
34.0％

再任用

希望しない者

2,016人
66.0％

希望した者

972人
63.8％

希望しない者

552人
36.2％

12.5%

37.9%

21.5%

78.5%

0 20 40 60 80 100

市長部局

消防本部

再任用者数

うち前年度からの継続任用

（%）

（再任用先）

1539人

743人

422人

246人
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(10) 勤務形態別再任用実績（消防本部での再任用） 

（表 3-2-2）退職時の階級別／常勤職員数及び短時間勤務職員数 

 

常勤職員数 短時間勤務職員数 

合計 
毎日勤務 

交替制 

勤務 
毎日勤務

交替制 

勤務 

消防司令

長以上 
25 13 284 57 379  

消防司令

以下 
25 219 415 476 1,135  

その他の

職員 
1 0 24 0 25  

合  計 51 232 723 533 1,539  

 

(11) 職域別再任用実績  

（表 3-2-3）職域別再任用実績 

  常勤職員 短時間勤務職員 

合計 割合 
  

司令長 

以上 

司令 

以下 

その他

職員 

司令長

以上 

司令 

以下 

その他

職員 

予防業務 3 12 0 101 156 3 275 14.0%

消防隊員 13 162 0 25 375 0 575 29.3%

指揮隊員 1 12 0 14 20 0 47 2.4% 

救急隊員 0 9 0 0 11 0 20 1.0% 

通信員

（指令） 
2 8 0 31 67 0 108 5.5% 

庶務 

業務等 
19 41 1 170 262 21 514 26.2%

市長 

部局等 
29 13 19 172 160 29 422 21.5%

合計 67 257 20 513 1,051 53 1,961  100.0%
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(12) 再任用職員が行っている予防業務等の内容 

 

（図 3-2-9）再任用職員が行っている予防業務等の内容（Ｎ＝93） 

《「その他」の主な内容》       

・高齢者世帯防火訪問（相談、火災警報器設置、防災物品推奨等） 

・住宅用火災警報器設置推進業務       

・街路消火器の維持管理及び避難場所の誘導標識の点検   

・予防業務従事者等への人材育成及び指導     

・消防設備士協会及び危険物安全協会に関する事務    

・規則制定業務       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.5%

62.4%

51.6%

64.5%

12.9%

57.0%

38.7%

33.3%

74.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

広報・啓発活動業務

消防訓練等の指導

防火対象物台帳等への帳票入力

火災原因調査

立入検査・違反処理業務

消防用設備・危険物施設設置等の完成検査

建築同意・危険物許認可申請等の書類審査

各種申請受付処理業務
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(13) 再任用職員が行っている庶務業務等の内容 

 

（図 3-2-10）再任用職員が行っている庶務業務等の内容（Ｎ＝130 複数回答可） 

《「その他」の主な内容》       

・消防広域化推進協議会事務局派遣     

 ・消防長として再任用       

・消防訓練センターの訓練指導員として、消防技術の伝承や救急・救命指導のサポート 

・消防救急無線、指令センター運営協議会における整備関連事務   

・地域防災専門員として自主防災組織の結成等に関する業務    

・医師搬送車の運用及び救急救命士の再教育等    

 ・消防音楽隊関係事務       

・防火協会等事務担当  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.8%

13.1%

12.3%

10.0%

13.8%

14.6%

30.8%

43.8%

51.5%

50.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

業務アドバイザー

水利業務

防災センター等関連施設

消防署の受付の専従

消防団事務

庁舎・車両管理業務

応急手当の普及啓発

総務・庶務関係事務等

文書の収受（事務連絡を含む）
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(14) 再任用職員が行っている市長部局等の業務の内容 

 

（図 3-2-10）再任用職員が行っている市長部局等の業務の内容（Ｎ＝94 複数回答可） 

《「その他」の主な内容》       

・船舶の技術及び資格等を要する業務     

・道路維持の土木作業       

・野生生物などの被害に対する作業      

・公共施設の消防用設備等の点検業務、防火対象物の定期点検業務  

・移動図書館業務       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.1%

7.4%

37.2%

2.1%

10.6%

38.3%

46.8%

7.4%

13.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

廃棄物の回収・処理

公共施設（学校関係施設を除く。）の運営・管理

学校関係施設の保守・管理

学校の用務員

上記以外の役所の内勤事務

役所の防災・消防団関係事務

守衛・警備員

車両の運転手
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(15) 再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職務 

 

(図 3-2-12）再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職務（Ｎ＝770 複数 

回答可） 

 

(16) 予防業務等の中で再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職務 

 

（図 3-2-13）予防業務等の中で再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職務 

（Ｎ＝770 複数回答可） 

 

 

35.5%

81.9%

70.8%

12.1%

17.8%

4.0%

22.6%

89.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

市長部局等

庶務業務等

通信員（指令）

救急隊員

指揮隊員

救助隊員

消防隊員

予防業務

6.2%

72.2%

67.1%

66.6%

36.5%

53.0%

47.9%

51.8%

74.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

広報・啓発活動業務

消防訓練等の指導

防火対象物台帳等への帳票入力

火災原因調査

立入検査・違反処理業務

消防用設備・危険物施設設置等の完成検査

建築同意・危険物許認可申請等の書類審査

各種申請受付処理業務
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(17) 庶務業務等の中で再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職務 

 

（図 3-2-14）庶務業務等の中で再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職務 

（Ｎ＝770 複数回答可） 

 

(18) 市長部局等の業務の中で再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職務 

 

（図 3-2-15）市長部局等の業務の中で再任用職員の知識・経験を活用できると考えられ

る職務（Ｎ＝770 複数回答可） 

 

 

3.1%

26.9%

36.1%

21.8%

52.1%

46.9%

49.6%

57.9%

67.5%

70.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

業務アドバイザー

水利業務

防災センター等関連施設

消防署の受付

消防団事務

庁舎・車両管理業務

応急手当の普及啓発

総務・庶務関係事務

文書の収受（事務連絡を含む）

3.9%

12.1%

20.8%

15.8%

14.8%

12.2%

39.6%

26.1%

27.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

その他

廃棄物回収・処理

公共施設（学校関係施設を除く。）の運営・管理

学校関係施設の保守管理

学校用務員

前記3つ以外

消防団関係事務

守衛・警備員

車両の運転手
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３ 消防学校の調査結果 

(1) 再任用職員（「嘱託員等」を含む。）の教員としての任用状況 

 

 （図 3-3-1）再任用職員（「嘱託員等」を含む。）の教員としての任用状況（Ｎ＝55） 

 

(2) 再任用職員（「嘱託員等」を含む。）が携わっている教育の種類・種別 

 

（図 3-3-2）再任用職員（「嘱託員等」を含む。）が携わっている教育の種類・種別 

（Ｎ＝19 複数回答可） 
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36.8%
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84.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

舎監

一般教育

消防団教育

専科教育

初任教育
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交替制勤務 毎日勤務 市長部局等

1

Ａ消防本部

単独消防
300人～499人

・希望調査や意向調査
とともに、消防内の各
所属におけるポスト数
を考慮し配置先を検討

本人の希望によりフルタイム勤
務と短時間勤務（２分の１）の
選択が可能
　現在までのところ短時間勤務
での運用のみ
＜短時間の場合＞
・交替制勤務：月平均５当務
・毎日勤務　：週２日勤務と
　　　　　　　週３日勤務を
　　　　　　　交互に繰り返
　　　　　　　す勤務形態

・後進の指導面で貢献
・指揮隊配置職員は、当務人員に
より可能な任務に配置
・救急隊員は、労務負担を考慮し
出場数が少ない署所へ配置
・１週間に１～２当務であるため、
当直勤務における疲労回復はでき
るが、災害発生時の体力面に課題
・今後は消防隊への配置も検討

・上位階級で業務に精通している
職員は指導力もあり、後進の育
成、指導面で力を発揮
・一般職員と比較して勤務日数が
少なく、業務の継続性が困難なた
め、担当業務を任せにくい。

・消防職員として施設補修や資機
材整備等の能力は、学校用務員と
しての評判が高く、市長部局から
の需要有

・付与する階級は、退職時の階級
から２階級降級
・再任用職員としての職務の理解
やモチベーション維持等を目的と
した研修の導入を検討
・警防業務に配属となっている再
任用職員のアンケート調査を行っ
たところ、体力面等を中心にやや
不安を感じている職員が多い。

2

Ｂ消防本部

単独消防
300人～499人

・意向調査及び健康診
断結果等に基づき、消
防内の各所属における
ポスト数を考慮し配置
・市長部局について
は、市長部局職員の再
任用者が多いため、消
防局からの再任用者の
受け入れは難しい状況

フルタイム勤務と短時間勤務
（23時間15分／週）を併用して
いるが、１名を除き短時間
勤務
＜短時間の場合＞
・交替制勤務：３週４当務１日
勤
・毎日勤務　：週３日

・平成25年度から本部指揮隊に再
任用職員を配置
・現役時代にも同様の職務（各消
防署の指揮隊）に就いていたことも
あり、知識や経験を活用
・現役時に指揮隊の経験があれ
ば、警防業務では比較的体力面
の問題も少なく、再任用職員に向
いている職域

・フルタイムの再任用職員は、消防
訓練センターの所長として配置
・短時間勤務の再任用職員は、一
般職員と比較して勤務日数が少な
いため、本格的な業務の継続性が
課題

・市長部局での再任用の実績とし
ては、バスの運転手及び学校の用
務員
・防災担当は市長部局の職員が就
いており、消防からの再任用実績
無

・付与する階級は、退職時の階級
により弾力的に運用できるが、現
状では、フルタイムは消防司令、短
時間勤務は消防士長
・他の消防本部と指令センターを
共同運用しており、再任用職員を
指令員とする場合は、他消防本部
との調整も必要
・再任用体力測定実施要領を定
め，再任用を希望する職員の体力
向上維持を図っている。

3

Ｃ消防本部

単独消防
100人～299人

・消防における再任用
は平成22年度から実施
・その事務については
主として市の人事担当
課が実施し、配属先等
についても定年退職予
定者を対象として行う
希望調査等をもとに市
の人事担当課が実施

短時間勤務（23時間15分／週）
・交替制勤務：４週６当務
・毎日勤務　：週３日当務

・再任用職員の配置先として、知
識や経験を活用できる機関員及び
指揮隊員は適任
・交替制勤務に従事する職員へ
は、一般職員が行う過酷な訓練等
への参加について配慮
・交代制勤務では、体力面及び仮
眠時における災害出場する際のレ
スポンスの低下等が課題
・安全管理や調査業務等も検討

・周辺市町村では共同指令セン
ターが運用されており、当該本部も
将来的に共同指令センターに統
合される予定であることから、指令
センター共同化に向けた協議会を
担当した職員を当市指令課に再
任用職員として配置
・毎日勤務の事務を行うためには、
退職時までに毎日勤務に従事し専
門的知識を身につける必要あり。

・市長部局での再任用者の実績と
しては、移動図書館（車両）の業
務、市立体育館等の受付管理事
務等

・付与する階級は、消防士長
・市民の普通救命講習受講率の向
上に力を入れており、今後継続的
に目標を達成するため、当該講習
の指導員として再任用職員の職域
の確保を検討

・大型車両を除く機関員は適した
職域
・平成25年度から実際に出張所の
救急隊に再任用職員を配置し、機
関員業務を行っているが、夜間の
緊急走行や高度化する救急業務
に対して不安等を感じている模様

・平成25年度から、毎日勤務で消
防署に消防水利関係、消防団関
係、救急講習、その他警防関係業
務の調整を専任で行う係を設けた
ことから、退職までの経験が活かせ
る職域として再任用者を多く配置

・市長部局での防災担当業務は、
再任用職員の知識、経験を活用で
きる職域
・今後はハザードマップ作成業務
や自主防災組織等への防災啓発
活動等の分野へ消防職員の再任
用を期待

5

Ｅ消防本部

組合消防
100人～299人

・毎日勤務は管理職以
上となっており、各職
員が警防業務を基本と
して、予防業務や総
務、庶務業務も兼務す
る交替制勤務に従事し
ており、現在はすべて
の再任用職員が交替制
勤務に従事

フルタイム勤務

・付与する階級は、原則、消防士
長、ただし、異なる階級も可
・当該消防本部では職員の年齢構
成の平準化、職員の若返りに対す
る消防力の維持という観点から再
任用制度を導入
・組合を構成する市町（１市１町）と
は調整を図っており、消防の再任
用への理解も得られている。

6

Ｆ消防本部

組合消防
100人～299人

・再任用に関する実施
要綱や実施基準を定め
ており、意向調査、勤
務実績及び健康診断等
を総合的に勘案し、配
置先を決定

短時間勤務
・交替制勤務：
　４週６当務（93時間／４週）
　４週８当務（124時間／４週）
・毎日勤務：
　週４当務（23時間15分／週）
　週４当務（31時間／週）

・交替制勤務における再任用は平
成23年から開始
・再任用職員については、分隊長
または隊員で配置
・年齢による体力や業務への意識
等の低下が課題
・対策として、通常業務の中で知識
及び経験を積ませることで業務に
対する意識の高揚を検討

・上位階級での退職者を対象とし
て、階級を付与しない日勤ポストを
設置

・これまで、組合構成市町の防災
担当部署に再任用者を配置したこ
とはあるが、調整はあまり図ってい
なかったため、今後は、組合構成
市町等への再任用についての協
議も検討

・付与する階級は、消防士長
・職域拡大の可能性としては、消
防本部の日勤ポストの増加、指揮
隊等の安全管理専属部隊の新規
設置等

・管理職以外は警防業務への従事を基本としており、再任用職員の配置先は警防業務
・再任用職員は夜間深夜勤務（23時から翌７時まで２時間交代）の時間帯を配慮（23時または５時）するな
ど、体力的な負担を軽減する方向で検討している。
・任務はその当直における人員の中で決めるため、再任用職員も所持する資格等により、さまざまな職務に
従事
・技術伝承や若手職員の指導面では大いに力を発揮
・健康管理面では、毎月産業医の訪問があり、健康面を配慮
・階級は職員のモチベーション維持にも直結するため、本人の意向も踏まえ弾力的な運用
・定年退職前と業務内容は同一のため、体力的な面についても十分対応可能

４　現地調査結果
各職域における留意事項

消防本部等 配置の考え方 配置状況 勤務体系 その他

・付与する階級は、消防士長
・今後消防署所を増やす予定があ
ることから、再任用者のポストの増
加も検討
・今後は、消防隊員、指揮隊等へ
の職域拡大を検討
・再任用職員としての職務への意
識付け等も重要な要素の一つ
・毎年体力測定を実施し、現在の
自身の体力を把握

Ｄ消防本部

単独消防
500人～699人

4

・意向調査を行ったう
えで選考委員会を開催
し、消防内での配置先
を決定している。
・市長部局について
は、防災担当部署にお
いて消防の再任用職員
を配置しているが、近
年は各任命権者間で再
任用するよう要請

短時間勤務（31時間／週）
・交替制勤務：８週16当務
・毎日勤務：週４当務

　２４年度に、再任用職員の職域拡大を図るための検討を実施。再任用職員も基本的にはどのような業務
にも配置できるものと考えられるが、体力、健康状態、勤務形態（短時間勤務）等を踏まえると、限定した業
務への配慮も必要との結論が出された。
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５ 消防本部における取組事例 

 

【再任用職員を配置するためのポスト（職場）を確保するための取組】 

 ・市長部局への要望や民間企業との調整を実施 
 ・職員に対するアンケート調査の実施 
 ・消防本部内の各課や消防署において再任用職員を配置できるポストの抽出 
 ・消防業務のうち再任用職員を配置できるポストの調査を行い、職員の任用事務を行う事務組 

合担当課に調査結果の提示 
 ・消防局各課とともに再任用職員の知識や経験を活用できるポストの精査 
 ・救急指導員として任用し、普通救命講習など若手職員中心に指導を実施 
 ・市長部局の再任用のあり方に関する研究会に参画 
 ・市長部局関係課と調整し、希望調査を行い、在職中に実績のあるポストに配置するよう配慮 
 ・同規模程度の消防本部に照会を行い、当消防本部に適した新たな職務及び配置先などの検討 
 ・補給部隊等の設置 
 ・消防署の管理、予防、地域担当を再任用従事可能な職域として、段階的にポストを配置 
 ・救急救命士の資格を有する再任用職員を救急普及講習などの各種救命講習の指導業務に従事 

するポストに配置 
 ・市民向けの防災学習や応急救護の指導など、現在、正規職員の手が回っていない分野に消防 

職員ＯＢの知識と経験を活用できるよう、新たなポストの新設を検討 
 ・すべての再任用職員に「応急手当指導員」の資格を取得させて、講習会での指導業務に従事 
 ・受付勤務に特化した隔日勤務業務を見直し、大型車両以外の機関員業務も再任用職員の業務 

として運用 
 
 
【再任用職員の職域を拡大するための取組】 

 ・人材育成方針を策定し、ジョブローテーションにより、幅広く業務経験を積みながら専門性

を高めることを推進 
 ・市長部局との調整や民間企業への紹介の実施 
 ・職域の意向調査による職域の確保 
 ・指令業務に就いたことがない職員については、日々の業務の中で教育を実施 
 ・定年等退職前に、予防業務担当部署に配属し、予防業務の経験を積ませている 
 ・人事のヒアリングをする際、55 歳以上の職員を対象に、あらかじめ再任用を希望するかどう

かを聴取し、希望する職員の能力や経験が生かせるポストを確保するよう検討 
 ・消防内部での雇用だけでなく、市長部局（地自法派遣）や民間団体（斡旋）への職域拡大 
 ・キャリアとは異なるポストへの配置に伴う研修の実施と配置先での役職や業務等の整理につ 

いて検討 
 ・特定の消防隊については日勤帯は予防課兼務とすることで、経験を積ませている 
 ・指令室への再任用希望者に対し、事前研修の実施 
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【高齢職員への体力管理の取組】 

 ・交替制勤務者の勤務時間の割振りにおいて、体力錬成の実施の時間帯を定めており、当該割

振りに基づき，各自で体力錬成を実施 
 ・体力増強、腰痛予防用器具等を各消防署に整備し、体力強化の指導を実施 
 ・消防体育に関する規程を制定し、継続的な体力維持管理及び体力測定を実施 
 ・加齢による体力等が大きく変化することから、体力錬成の計画的な実施や必要に応じ後方支 

援業務に配置 
 ・体力検査、技能管理基準に基づく技能確認 
 ・過負荷を防ぐ、油圧式体力トレーニング機器の導入 
 ・全職員対象に体力検査を実施し、その結果に基づく体力管理を指導 
 ・雇用期間の延長を見据え、消防職員として身体能力の維持、向上を目的とした研修を実施 
 ・体力管理等の事務分掌を持つ担当係長ポストを配置し、体力等の維持向上に向けた取組を実 

施 
 ・職務の特殊性から体力トレーニング実施基準や体力テスト実施基準を整備し、再任用職員も 

含めて体力管理を実施 
 ・全職員が体力錬成に取り組む時間帯の設置（毎日勤務者は週３回、隔日勤務者は毎当務） 
 ・体力測定による体力管理システムの導入 
 
 
【高齢職員への安全管理の取組】 

 ・指揮隊の充実強化 
 ・安全管理研修会の実施 
 ・安全管理規程を整備し、過去に発生した公務災害や事故を調査するとともに、高齢による要 

因の検証 
 ・「職員安全衛生委員会」による健康講話の実施 
 ・消防装備の軽量化、動力化 
 ・市長部局との連携により、高齢職員の人間ドッグや健康相談といった個人面談の実施 
 ・消防隊員が保持すべき基礎的諸能力の基準に基づき、消防隊員として必要なホース延長や資 

機材の取扱い等の諸能力を測定することにより、本人の能力を把握 
 ・安全管理者会議を開催し、全職員にその内容を周知徹底するとともに、ヒヤリハット事例に 

ついて報告を課し、その都度全職員に再発防止と行動改善を周知 
 ・高齢職員を対象とした安全管理対策の検討 
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第４章 今後の高齢者雇用の方向性 

 
１ 消防における高齢者雇用の考え方 

急速に少子高齢化が進展し、労働力人口の減少が見込まれている中、経済社会の活力を維

持するためには、意欲と能力のある高齢者の知識や経験を有効に活用していくことが必要と

されており、中長期的には、高齢者が可能な限り社会の支え手として活躍できるよう、年齢

にかかわりなく働ける「生涯現役社会」を実現する必要がある。 

   公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢は、第１章で述べたとおり平成 25 年度から段階的

に 60 歳から 65 歳へと引き上げられることとなった。しかしながら、特定警察職員等（特例

による退職共済年金の受給権を取得したとき（一般的には満 60 歳の誕生日）において、消防

吏員にあっては消防司令以下の階級にある者で、かつ引き続き 20 年以上消防吏員として在職

していた者その他これらに準ずる者として政令で定める者）は、年金支給開始年齢の引上げ

が６年遅れとなることから、退職時に消防司令以下の階級にある職員は、平成 31 年度から年

金の支給開始年齢が引き上げられることとなる。平成 25 年４月１日現在、消防吏員全体では

約 95％が、今年度定年退職予定の 59 歳では約 70％が消防司令以下の階級にある職員となっ

ている。小規模消防本部では定年退職者の多くが消防司令長以上という消防本部もあること

から、早急に高齢者雇用の環境を確立しなければならない。また、大中規模消防本部におい

ては定年退職者のうち消防司令以下の階級の者が多く全面的に年金支給開始年齢が引き上げ

られるまで、まだ時間的余裕のある消防本部もあるが、高齢者雇用の環境づくりに対処する

ためには決して長い時間とは言えない。 

まず、求められることは、各消防本部の実情に応じて消防の職場の特性を踏まえつつ再任

用制度を導入し、早急に高齢者雇用の環境を確立・整備しておくことと言える。 

   具体的には、高齢職員の知識や経験を活用しながら消防力を維持する方策を整理するとと

もに、高齢者の能力を活用するという観点からの人事管理をより一層推進することが求めら

れる。 

   さらに、総務副大臣通知によれば、雇用と年金の接続については、当面、再任用制度で進

められることとされているが、今後は年金支給開始年齢の段階的な引上げ時期ごとに公務の

運営状況や民間企業の状況を勘案し、定年延長を含め雇用と年金の接続の在り方について改

めて検討を行うこととされている。 

次の年金支給開始年齢の引上げ時期は平成 28 年度であることから、これに向け、再任用制

度の運用状況も踏まえつつ検討が行われることとなるが、再任用にせよ定年延長にせよ高齢

者雇用が求められる状況には変わりがなく、高齢者雇用については、単に雇用を継続すれば

よいと捉えるのではなく、「高齢者の能力活用」という積極的な姿勢で取り組むことが求めら

れる。 

   なお、平成 25 年４月１日現在の年齢別・階級区分別消防吏員数（階級区分については、消

防司令長以上と消防司令以下の区分）は、図 4-1 のとおりである。 
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   （図 4-1 年齢別・階級区分別消防吏員数・平成 25 年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 25 年度消防防災・震災対策現況調査） 

 

この図のとおり、年齢別の消防職員数は相当のばらつきが生じている。 

昭和 40 年代には消防の常備化が推進され職員が大量に採用されたが、この時代の後半に採

用された 50 歳代後半の職員数が多くなっている。その後、40 歳代半ばの年齢層を谷として

30 歳代後半に向け増加している。20 歳代半ばは、平成 19 年度以降の大量退職期に新規採用

者数が増加したことにより職員数が多くなっている。 

全体の状況はこのようになっているが、職員の年齢構成は消防本部ごとに異なることから、

各消防本部はそれぞれの職員年齢構成を十分念頭に置き、高齢者雇用に当たっても年齢構成

の適正化を視野に取り組んでいく必要がある。 

 

２ 消防の職務の特殊性 

消防の職務は、国民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、災害を防除し、

被害を軽減する等の目的で、消火、救助、救急等を行うことから、24 時間即応体制を維持し

なければならないという特殊性がある。また、その勤務体制は毎日勤務と交替制勤務とに大

別され、表 4-1 の勤務体制別消防吏員数（以下「勤務体制別職員数」という。）のとおり、警

防業務を主とする交替制勤務に従事する者が概ね８割、予防業務や庶務業務を中心とする毎

日勤務に従事する職員が概ね２割となっている。 

このように消防の職務は、一般行政職員とは大きく異なる独特なものであり、高齢者雇用

に当たっては、その特殊性を十分踏まえていかなければならない。  
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勤務体制別 毎日勤務 交替制勤務 その他派遣等 計

消防吏員数 30,263 125,219 3,423 158,905

割合 19.0% 78.8% 2.2% 100.0%

（表 4-1 勤務体制別消防吏員数・平成 25 年４月１日現在） 

 

 

 

  
  

（出典：平成 25 年版消防白書） 

 

交替制勤務は災害現場活動が中心であり、再任用職員を交替制勤務に配置した場合、その

体力や健康状態等を勘案すると消防力の低下が危惧されることから、毎日勤務への配置を中

心に運用している消防本部も多いものと思われる。本検討会で実施した消防本部に対する実

態調査の結果（以下「実態調査結果」という。）においても、再任用職員の知識・経験を活用

できると考えられる職域として、予防業務が全 770 本部中 687 本部（89.2％）、庶務業務等が

631 本部（81.9％）から回答される一方で、消防隊員 174 本部（22.6％）をはじめ指揮隊員、

救急隊員等の警防業務に関する職域の割合は低い結果となった。 

   しかしながら、消防の職場において再任用制度を機能させるためには、概ね８割を占める

交替制勤務の活用を求められる消防本部も少なくない。交替制勤務の中心は警防業務となる

が、警防業務についてもその職務内容は多種多様にわたるため、この職域で再任用職員を活

用できる体制を整備する必要がある。しかしながら、警防業務に配置する再任用職員は健康

状態に問題がないことが前提であり、健康に不安を抱えている場合は毎日勤務へ配置すべき

である。 

再任用職員を配置する具体的なポストの検討にあたっては、消防本部内の各部署と綿密に

調整を図り、再任用職員の知識や経験を十分に活用できるポストをリストアップするととも

に、できる限り職員の適性や希望に応じた配置をできるような体制を整備しておくことが重

要であると考えられる。 

   また、消防は市町村行政における一つの部門であることから、市町村全体の高齢者雇用の

取組の中で再任用職員の能力を最大限活用するという視点は不可欠である。消防において培

った防火・防災に関する知識や経験は、市長部局等においても有効に活用できると考えられ

ることから、各消防本部においては市長部局等とも十分に連携を図り、あらかじめ消防の知

識や経験が活用できる職域を情報交換するとともに、消防における定年退職者を市長部局等

の職域の中で再任用できるような連携体制を強化しておくことも求められる。 

 

３ 再任用職員に適すると考えられる職域 

(1) 毎日勤務（予防業務・庶務業務） 

    前述したとおり、実態調査結果によると再任用職員の知識・経験を活用できると考えら

れる職域としてあげられているのが、予防業務が 687 本部（89.2％）、庶務業務等が 631 本

部（81.9％）となっており、毎日勤務での職域が多く回答されていた。 

毎日勤務には主に予防業務や庶務業務があげられるが、こうした部門の業務内容は大き

く分けると①法令解釈や会計・経理等、専門的な知識を必要とする業務と②住民に対する
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防火・防災指導や応急手当の普及啓発等、警防業務を主とする交替制勤務の職員も含め多

くの消防職員が経験する業務とに大別される。 

そこで、現役時に毎日勤務の経験があり、専門的な知識・経験を有する職員は専門的な

知識を必要とする職域に、現役時に毎日勤務の経験が少ない職員は交替制勤務の職員も含

め多くの消防職員が経験する毎日勤務の職域に配置することが基本となると思われる。   

そういう点では、現役時に交替制勤務だけではなく、ジョブローテーション等を通じて

毎日勤務での専門的な知識・経験を必要とする業務を習得させる人事管理が、ますます求

められる。加えて、専門的な知識を必要とする職域においては、後進の人材育成という観

点からも、ベテラン職員を中心に少数の職員が長年にわたり一つのポストに従事するので

はなく、ジョブローテーション等により人事の固定化を招かないような組織体制づくりが

必要であることは言うまでもない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  交替制勤務（警防業務・通信指令管制業務） 

    警防業務を主とする交替制勤務は、毎日勤務と異なり大多数の消防職員が経験すると思

われるが、職務内容から体力を必要とする業務が多く、加齢に伴う身体機能の低下が職務

に支障をきたすおそれがある。しかしながら、前述のとおり、勤務体制別職員数を考慮す

ると、再任用職員を毎日勤務のみで活用するだけではなく、交替制勤務で活用することも

必要と考えられる。 

    警防業務と一言でいってもその内容は多種多様にわたる。確かに救助隊員等、災害現場

の最前線での活動や高いレベルの体力が要求される職域で再任用職員を活用することは考

えにくいものの、重量のある資機材を使用したり瞬発的な動作をとることが比較的少なく、

再任用職員がこれまで培ってきた知識や経験を活用できる職域も決して少なくないものと

【予防業務】 

＜①専門的な職域＞  
・火災原因調査      ・建築同意 
・危険物規制       ・違反処理  等 
＜②多くの職員が経験する職域＞ 
・各種申請受付処理    ・広報啓発活動 
・住民や事業所等に対する消防訓練の指導  等 
【庶務業務】 

＜①専門的な職域＞ 
 ・職員管理       ・会計、経理 
・福利厚生  等 

＜②多くの職員が経験する職域＞ 
 ・文書の収受      ・応急手当の普及啓発 
・庁舎見学等の市民対応  等 

毎日勤務の中で再任用職員に適すると考えられる職域 
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考えられる。 

    また、実態調査結果によると、再任用職員の知識・経験を活用できると考えられる職域

として、通信指令員が 545 本部（70.8％）から回答されている。通信指令員は交替制勤務

ではあるものの体力の低下が業務に与える影響は少ないと考えられることに加え、１１９

番通報の受信や通信指令管制という警防業務に関連の深い職域であることから、警防業務

に長く従事した職員にとって知識や経験を活用できる職域の一つと考えられる。確かに業

務の特殊性から一定の教育訓練は必要と思われるが、再任用職員の知識や経験を十分に活

用できる職域と言えるであろう。 

なお、小規模消防本部においては、警防業務、予防業務、庶務業務での分業制ではなく、

大多数の職員が交替制勤務に従事し、警防業務を基本として予防業務や庶務業務も兼務し

ている消防本部が大多数である。このような小規模消防本部においては、再任用職員の職

域の確保に困難な面があることから、再任用制度への対応策を速やかに検討することが求

められる。 

さらに、交替制勤務に配置する際は、本人の意向に加え、健康状態等も把握し、公務災

害の発生防止への配慮が求められることは言うまでもない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)  市長部局等 

    消防における定年退職者を消防組織内で任用するにとどまらず、消防において培った知

識・経験を他の行政機関において活用することは、大変有益である。また、市長部局等と

の人事交流については、職員の能力開発といった視点からも意義あるものと考えられる一

方で、消防職員の中で市長部局等の業務経験のある者は出向経験のある職員等、少数であ

ると思われる。しかしながら、同じ市町村の職員として防火、防災、危機管理に関する業

務や市町村の行政職員が行っている消防団関係業務、また、市町村による防災体制の強化

を図るための地域の防災リーダーを養成する業務などは、市長部局等の業務の中でも、消

防の職場において培った知識や経験が活用できるものと思われる。 

 

 

 

 

 

【警防業務】 

・指揮隊員 
・機関員（視力等、健康状態を総合的に判断する配慮が必要） 
・消防隊員（これまでの職務経験や体力面を総合的に判断する配慮が必要） 
・安全管理業務  等 
【通信指令管制業務】 

・通信指令員 

交替制勤務の中で再任用職員に適すると考えられる職域 

・市町村の防災担当業務 
・消防団関係業務（事務を市町村が行っている場合） 
・地域の防災リーダーを養成する業務  等 

市長部局等の業務の中で再任用職員に適すると考えられる職域 
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(4)  その他 

    消防業務に従事する中で、防火・防災に関連した資格を保有することもある。こうした

資格は民間企業においても必要とされることから、現役時に取得した資格が定年退職後の

職場確保につながることも期待できる。 

また、多様な働き方を求める高齢職員が、勤務時間以外の時間を活用して、希望する人

生設計の実現に資するため、新たな分野での活動を行うことを希望する場合には、組織と

しても公務の遂行等に支障が生じない範囲内で適切な配慮が必要と思われる。 

 

４ 公務災害防止のための取組 

   地方公務員災害補償基金が調査した「常勤地方公務員災害補償統計」によると、平成 23 年

度中、消防職員の公務災害は 1,433 件発生している。発生した公務災害を年齢別にみていく

と 20 歳未満 38 件、20 歳から 29 歳が 569 件、30 歳から 39 歳が 353 件、40 歳から 49 歳が 228

件、50 歳から 59 歳が 234 件、60 歳以上が 11 件となっている。20 歳から 29 歳の職員に公務

災害が多い理由として、業務経験や勤続年数の少ない若手職員が警防活動に従事する中での

公務災害が多くなっているのではないかと推測される。 

一方、消防職員の公務中の死亡者数（平成４年から平成 24 年までの間に消防庁が消防本部

等からの報告や新聞報道等で把握したもの）は 100 人となっている。年齢別に見ていくと 20

歳から 29 歳が 24 人、30 歳から 39 歳が 24 人、40 歳から 49 歳が 27 人、50 歳から 59 歳が 23

人、60 歳以上が２人となっている。 

このように、公務災害全体では若手職員での発生件数が多くなっているものの、死亡に至

る公務災害は半数以上が 40 歳以上の中高年職員で発生していることから、中高齢職員に対す

る安全衛生管理については、より一層の取組が必要とされるところである。 

公務災害防止対策としては、体力管理、安全管理、衛生管理の取組を相互に連動させなが

ら効果をあげる取組が求められるところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 体力管理 

    消防における体力管理は、今後の消防職員の高齢化が課題と考えられ始めた昭和 61 年に、

消防庁において消防職員の高齢化に対応した人事管理のあり方に関する検討が行われ、職

員の高齢化に対応した消防体育制度の確立の必要性が強く指摘された。その後、平成元年

に「消防職員体力管理検討委員会」が設置され、標準的な体力測定及び体力錬成マニュア

ル等が取りまとめられ、体力管理が推進されてきたところである。 

体力管理 

安全管理 衛生管理 

※この３つを連動させながら効果をあげる取組が求められる。 
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    また、災害現場活動には体力が不可欠なことから、各消防本部においても平素からの体

力錬成をはじめ、これまで蓄積されたさまざまな知見から体力管理に関する取組が行われ

ているところである。 

    今後も、こうした取組をより一層推進するとともに、体力管理に関するシステム等を構

築・整備するなどして体力の維持・向上を図る必要がある。 

   なお、文部科学省の「平成 24 年度体力・運動能力調査結果」によると、20 歳以降は、 

男女ともに体力水準は加齢に伴い低下する傾向を示しており、特に 40 歳代後半からは、男

女ともに著しく体力水準が低下する傾向を示しているが、運動・スポーツの実施頻度が高

く、30 分以上運動・スポーツの時間が確保できるほど体力水準が高いという関係は、男女

とも全年齢にわたって認められることから、実施頻度や時間は生涯にわたって体力を高い

水準に保つための重要な要因の一つであると考えられる。 

 

  (2)  安全管理 

    消防における安全管理は、昭和 58 年に消防庁から通知された「安全管理体制の整備につ

いて」（昭和 58 年７月 26 日消防消第 90 号）をもとに、各消防本部において安全管理規程

が制定され、さらには、同通知にて示された「訓練時における安全管理に関する要綱」や

「訓練時における安全管理マニュアル」、また、翌年に示された「警防活動時等における安

全管理マニュアルについて」（昭和 59 年８月８日消防消第 132 号）などを参考に、各消防

本部においてマニュアル等が整備され、安全管理が図られているところである。 

    このような状況の中で、安全管理に関する取組はすでに確立されているところであるが、

新たな消防活動戦術の導入により、安全管理についても新たな課題が発生することが予想

されるとともに、高齢職員の体力面を考慮した安全管理に取り組んでいる消防本部は少な

いことから、過去の事故事例等の検討・検証を行うなどして、引き続きより一層の取組を

推進することが望まれる。 

 

 (3)  衛生管理 

     消防における衛生管理は、昭和 58 年に通知された「衛生管理体制の整備について」（昭

和 58 年３月 12 日消防消第 36 号）により消防における衛生管理規程の案が示され、各消防

本部において衛生管理者を中心とした取組が進められている。しかしながら、業務に直接

関連する体力管理や安全管理に比較すると、衛生管理の取組が進められているとは言い難

い。そこで、今後、衛生管理者や衛生委員会等の組織の充実、活性化等を進め、体力管理

や安全管理と同様に充実した取組を進めていく必要がある。 

  なお、高齢者は高血圧等の基礎疾患を有する割合が高く、勤務中の急な体調不良が公務

災害につながることも懸念されることから、高齢職員の増加に伴い、公務災害のリスクが 

増加することも考慮した対策が必要となってくるものと考えられる。 
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（表 4-2 年齢別基礎疾患の状況） 

 

（出典：平成 23 年国民健康・栄養調査報告） 

 

また、衛生管理に当たっては、食事や睡眠等の与える影響が大きいと考えられる。消防

職場において交替制勤務の職員はこれらが密接に関連してくることから、当直日、非番日・

週休日における食事や睡眠等についての知識を高め、健康管理を増進していくことが必要

と思われる。 

  あわせて産業医と連携した健康管理体制を推進し、組織における衛生管理について万全

の体制をとることが必要である。 

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

糖尿病が強く
疑われる人

0.5% 1.8% 3.5% 7.6% 16.8% 16.9%

高血圧症
有病者

5.0% 11.3% 20.0% 46.2% 60.8% 76.2%

脂質異常症が
疑われる人

5.0% 7.5% 10.7% 15.8% 28.5% 36.1%
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第５章 高齢者雇用の取組への提言 

 
１ 高齢者雇用の環境整備 

  (1) 再任用に係る条例の制定や再任用を運用できる体制整備 

実態調査結果によると、再任用に係る条例を制定済みの消防本部は全 770本部のうち 673

本部（87.4％）、未制定の消防本部が 97 本部（12.6％）であった。未制定の 97 本部を職員

数別にみると 299 人以下の消防本部が 94 本部（96.9％）を占めている。 

総務省自治行政局公務員部高齢対策室が、都道府県、市町村及び一部事務組合等を対象

に行った「平成 24 年度地方公務員の再任用実施状況等調査」によると、条例制定済みの団

体は全 3,436 団体のうち 2,635 団体（76.7％）であることから、消防における取組が遅れ

ているというわけではない。 

また、再任用の実績がある消防本部は、全 770 本部のうち 295 本部（38.3％）、実績のな

い消防本部が 475 本部（61.7％）であった。職員数別にみると職員数が 300 人以上の本部

では 105 本部中 84 本部（80.0％）で実績があるものの、299 人以下の本部では 665 本部中

211 本部（31.7％）にとどまっている。これも都道府県や市町村等に比べ実績が低いとい

うわけではないが、条例の制定状況、再任用の実績ともに小規模消防本部における取組が

遅れているという結果となった。 

小規模消防本部においては、定年退職後に就職を希望する者は自分自身で職場を探すこ

ととしている消防本部もあることや、定年退職後の生計を維持する方策がある等の理由か

ら再任用希望者自体が少ないということが推測される。しかしながら、今後、年金支給開

始年齢の引上げとともに定年退職後の無収入期間が長くなることを踏まえれば、小規模消

防本部においても、まずは再任用制度を運用できる体制づくりが急務である。 

このため、条例が未制定の消防本部では、条例の制定を地方公共団体の人事当局に要請

し、早急に制定することが必要である。また、条例未制定の組合消防本部においては、構

成団体との連絡調整を密にし、制度導入を図る必要がある。 

さらに、条例は制定されているものの再任用の実績のない消防本部では、再任用の希望

者が生じた場合、直ちに再任用制度を運用できるよう職域を検討し、準備を進めておく必

要がある。高齢者雇用の状況や高齢者の就労意識は、組織規模や地域性によっても異なる

ことと思われるが、より一層、組織活力と公務能率を確保しながら意欲と能力のある高齢

職員の知識や経験を有効に活用できるような職場づくりが最優先課題である。  

 

(2) 消防の職務の特殊性を踏まえた再任用 

再任用職員の定員管理については、「地方公務員法等の一部を改正する法律の施行につい

て」（平成 11 年７月 30 日自治公第９号自治高第４号）の記の第１の１の(９)により通知さ

れている（参考資料４参照）が、常勤の再任用職員は全て定数の対象となり、再任用短時

間勤務職員は、常勤職員と区別して、別途管理することとなる。 

総務副大臣通知の記の１においては、定年退職する職員が再任用を希望する場合、任命

権者は、当該職員が年金支給開始年齢に達するまで、常時勤務を要する職（以下「フルタ

イム職」という。）に再任用することとされたが、①職員の年齢別構成の適正化を図る観点
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から再任用を希望する職員をフルタイム職に再任用することが困難であると認められる場

合、②当該職員の個別の事情を踏まえて必要があると認められる場合には、短時間勤務の

職に再任用することができるとされている。 

このように、原則、フルタイム職としての再任用であるが、①、②に該当する場合は、

短時間勤務の職に再任用することができるとされているところである。 

まず、②「当該職員の個別の事情を踏まえて必要があると認められる場合」についてで

あるが、典型的には当該職員が短時間勤務の職での再任用を希望している場合が考えられ

る。したがって、再任用にあたっては、まず、定年退職を予定している職員に事前に再任

用の希望の有無を確認したうえで、希望する任用形態の希望調査等も行い、本人の意向を

十分に確認しておくことが重要である。 

次に、①「職員の年齢別構成の適正化を図る観点から再任用を希望する職員をフルタイ

ム職に再任用することが困難であると認められる場合」についてであるが、消防の職務は

国民の生命、身体、財産を火災等の災害から守ることにあるため災害現場での活動が基本

となり、強靱な体力が必要とされる。仮に、再任用職員をすべてフルタイム職で任用する

こととなれば、新規採用の大幅な抑制につながることは避けられない。消防の職場におい

て若手職員を欠くことは消防力の低下に直結すると言っても過言ではない。そのため、新

規採用により若手職員を常に補充する必要があり、若手職員の不在という事態はあっては

ならず、継続的な新規採用が不可欠である。 

このように、消防はその職務の特殊性から一般行政職以上に年齢別構成の適正化が強く

求められる職場である。このため、各消防本部においては、職員の年齢別構成を十分踏ま

え短時間勤務の職での活用を積極的に進める必要があると考えられる。 

なお、交替制勤務の場合、短時間勤務の職としての再任用となれば、フルタイム職と比

較して一月あたりの当直回数も少なくなることから、当直勤務後の疲労回復にあてるため

の時間の確保にもつながるという意見もある。 

また、近年、消防職員数は増加しているが、「消防力の整備指針」における消防職員数の

充足率は全国的に８割弱にとどまっているところである。さらに、複雑多様化・大規模化

する災害や南海トラフ巨大地震、首都直下地震等へ対処するためには、人員及び施設・設

備の両面において消防力の充実強化が強く求められている。再任用職員を含めた消防職員

の定員管理については、こうした状況を踏まえた対応が必要である。 

なお、第４章で述べたとおり、消防司令以下の階級である特定警察職員等については、

年金支給開始年齢の引上げが６年遅れとなることから、総務副大臣通知に基づく運用も平

成 31 年度からとなるものであるが、高齢者雇用の取組を早急に進める必要がある。 

 

(3)  人材育成・能力開発 

消防の業務は、その内容から大別すると警防業務、予防業務及び庶務業務があげられる

が、第４章でも述べたとおり、勤務体制別職員数は警防業務が主となる交替制勤務が概ね

８割と圧倒的に多いことから、生涯にわたり警防業務に従事する職員も少なくない。しか

しながら、高齢期に多くの職域で能力を発揮するためには、若年・中堅期に多様な職域で

の業務経験を積むことが必要である。そうすることで高齢期に体力の低下や健康上の問題
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から毎日勤務を希望した場合でも、本格的な業務に従事できる経験を積めるような人事管

理を明確な方針の下で組織として取り組まねばならない。ジョブローテーションは職域を

幅広くするとともに組織を活性化させるための一つの方策である。加えて、特定の業務に

専従し専門性を高めておくことも必要である。 

また、再任用職員の知識・経験を活用できる職域の一つとして若手職員への技術伝承の

ための指導員としての役割が考えられる。再任用職員の長年の業務経験に基づく知識・技

術等を十分に活用するため、コーチング・ティーチング手法についての教養を行うなどし

て指導力を高め、能力を存分に発揮できる人材育成を進めていくことが必要と思われる。 

  また、再任用職員に対する研修等の必要性については、長年にわたり蓄積された知識・

経験があることから不要という考えがある一方で、再任用職員は定年退職後の任用となる

ことから、モチベーションを高め、気持ちを一新させる意味でも研修等の実施を検討すべ

きではないかという意見もあることから必要に応じた対応が求められる。 

    なお、市長部局等との人事交流については、職員の視野を広げ能力開発を行うといった

観点からも意義のあるものと考えられるので、中長期的な視点に立って、どのようにして

人事交流を図るか検討するとともに、交流先についても幅広く検討しておく必要がある。 

    また、業務に関連する防火管理や危険物、消防設備に関する資格は、民間においてもニ

ーズがあることから積極的に資格の取得を推進するとともに、所持した資格を有効に活用

できる職場についても、あらかじめ検討し調整を図ることが必要と思われる。 

 

(4) 体力管理 

    消防においては、警防業務を中心に体力を必要とする職務内容が多いことから、体力の

維持、増進に係る体力管理は重要かつ根本的な課題である。 

    体力管理は、若手職員、高齢職員と分け隔てなく個々の職員が自身のレベルにあったト

レーニングを自主的に行う面もあるが、業務の一環として明確に位置づけ、取り組みやす

い環境づくりなどを組織として推進していくことも必要である。消防本部が組織として取

り組む場合に配慮すべき事項としては、整備されている体力錬成機器を積極的に活用する

ことや体力管理に関する規程を制定することであり、あわせて体力管理システムを構築し

ていくこと等も視野に入れて更なる対策を検討していく必要がある。 

  消防本部の中には、体力錬成を実施する時間を定めることで全職員が取り組みやすい環

境づくりを推進している本部や、文部科学省から示されている「新体力テスト」を基準と

した体力管理に関する要綱等に基づき職員の体力測定を実施し、その結果を踏まえ体力管

理を行っている消防本部もある。 

また、東京消防庁の体力管理に関する統計によると、50 歳代以降は体力の低下が顕著に

なるというデータもある。そのため、平素からの体力錬成による維持はもとより、科学的

なデータに基づく体力管理も行い、消防力を低下させることがないよう努めるとともに、

体力測定の結果を警防業務に従事する際の一つの基準とすることも考えられる。 

     なお、職員個々の体力を維持することは消防力を維持することにつながるとともに、公

務災害防止にもつながることを十分認識していく必要がある。 
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(5) 安全管理 

    高齢職員を警防活動に従事させる場合は、より一層、安全管理に係る取組が求められる

こととなる。しかしながら、安全管理に関しては、すでに組織として体系化された取組が

なされている消防本部も多いことから、特に高齢職員向けの安全管理を必要とするもので

はなく、現在の取組の延長線上に高齢職員の安全管理もあるとする考え方もある。確かに、

安全管理の基本は、年齢にかかわりなく同一の運用がなされるべきであるが、高齢職員の

体力の低下は一般職員とは異なる面もあることから、公務災害を未然に防止するためにも、

安全管理規程や安全管理要綱、警防活動時等における安全管理マニュアルや訓練時におけ

る安全管理マニュアル等の中に警防業務に従事する高齢職員向けの対策も検討していく配

慮が必要である。 

    さらに、技術開発の成果を採り入れ、安全な資機材を積極的に導入し、効率的な消防活

動を行い、体力的な負担を軽減することも求められる。 

    一方で、高齢職員はこれまで培った知識・経験から安全管理に関する能力は概して高い

ものがあると考えられることから、警防業務に従事させる場合は、安全管理を担う任務等

に配置し、消防活動の安全管理を推進していくことは有効ではないかと考えられる。 

 

(6) 衛生管理 

    高齢職員の衛生管理には、特段の配慮が必要になってくると考えられる。 

特に、基礎疾患等の健康障害リスクを持つ職員に対しては、職員自身による体調管理を

徹底するよう促すとともに、職員管理を行う者は平素から本人の申告等に基づいて健康状

態を把握し、公務災害につながるような状態で業務に従事することのないよう注意する必

要がある。また、健康診断結果に基づく保健指導や事後措置の中で職員自身の健康管理の

みならず、基礎疾患が誘発しうる公務災害を防止する観点からも適切な指導・対応が必要

である旨を産業医等を通じて徹底する等、万全の体制をとることが求められる。その他、

衛生管理者、衛生委員会等の組織の充実、活性化等も必要である。 

高齢になればなるほど、健康上の問題も表面化する傾向にある。消防本部では定期的に

健康診断を行っていることと思われるが、その結果を踏まえた配置ポストの検討も必要と

なってくると思われる。健康診断結果から健康状態に問題がある職員を警防業務に従事さ

せることは公務災害の発生にもつながりかねないことから、健康管理の重要性を認識する

必要がある。 

    また、東京消防庁及び横浜市消防局の傷病による長期休暇取得者に関する統計によると、

傷病による長期休暇取得者は 50 歳代以上が最も多いというデータもあることから、衛生管

理の取組をより一層推進する必要がある。 

なお、今後、加齢に伴う体力の低下や基礎疾患等の健康障害リスクが、消防活動にどの

ような影響を与えるかについて科学的な見地から実証し、高齢職員を警防業務に従事させ

る基準の策定に向けた取組について検討する必要がある。 
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(7) 加齢困難職種の今後の取扱い 

    消防は、加齢に伴う身体機能の低下が職務遂行に支障を来す職種、いわゆる「加齢困難

職種」と考えられているところであるが、総務副大臣通知においては「加齢に伴う身体機

能の低下が職務遂行に支障を来すおそれがある職種に従事する職員については、その職務

の特殊性を踏まえた検討を行うことに留意いただきたいこと。」とされている。 

この点については、国における同様の職種について、今後、「その職務の特殊性を踏まえ、

再任用制度の運用に当たり、公務の円滑な遂行に支障が生じないよう、必要な措置の検討

を行う。」こととされているため、その動向に留意する必要がある。 

 

２ おわりに 

   本検討会では、公的年金の支給開始年齢の引上げに伴い、雇用と年金の接続を図るための

対応が要請される中、消防の職場において再任用職員の知識や経験を活用するためにはどの

ような対策を進めるべきかという点について、提言をまとめた。 
   今後、本提言を踏まえつつ、各消防本部においても高齢者雇用を推進していく必要がある

が、高齢職員が意欲と能力に応じて働くことのできる環境を整備していただくことを切に期

待する。 
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国家公務員の雇用と年金の接続について 

平 成 ２ ５ 年 ３ 月 ２ ６ 日 

閣 議 決 定

国家公務員の高齢期雇用については、平成 13 年度から始まった公

的年金の基礎年金相当部分の支給開始年齢の65歳への段階的な引上

げに対応し、同年度に 60 歳定年後の継続勤務のための任用制度とし

て新たな再任用制度が施行され、多くの職員が再任用されてきたと

ころである。 

平成 25 年度以降、公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢も段階

的に 60 歳から 65 歳へと引き上げられることに伴い、無収入期間が

発生しないよう国家公務員の雇用と年金の接続を図るとともに、人

事の新陳代謝を図り組織活力を維持しつつ職員の能力を十分活用し

ていくため、人事院の「定年を段階的に 65 歳に引き上げるための国

家公務員法等の改正についての意見の申出」（以下「意見の申出」と

いう。）の趣旨、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46

年法律第 68 号）に掲げられている高年齢者雇用に係る基本的理念や

事業主の責務規定の内容等を踏まえ、当面、下記のとおり、定年退

職する職員（勤務延長後退職する職員を含む。以下同じ。）が公的年

金の支給開始年齢（以下「年金支給開始年齢」という。）に達するま

での間、再任用を希望する職員については再任用するものとするこ

とで、国家公務員の雇用と年金を確実に接続することとする。 

記 

① （定年退職する職員の再任用）

 定年退職する職員が再任用を希望する場合、当該職員の任命権者

は、退職日の翌日、国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 81
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条の４の規定又は自衛隊法（昭和 29 年法律第 165 号）第 44 条の４

の規定に基づき、当該職員が年金支給開始年齢に達するまで、常時

勤務を要する官職（以下「フルタイム官職」という。）に当該職員

を再任用するものとする。ただし、当該任命権者は、職員の年齢別

構成の適正化を図る観点から再任用を希望する職員をフルタイム

官職に再任用することが困難であると認められる場合又は当該職

員の個別の事情を踏まえて必要があると認められる場合には、当該

職員が年金支給開始年齢に達するまで、国家公務員法第 81 条の５

の規定又は自衛隊法第 44 条の５の規定に基づき、短時間勤務の官

職に当該職員を再任用することができる。 

 

② （能力・実績主義と再任用しない者の要件） 

再任用職員も含めた職員全体のモチベーションの維持向上と意

欲と能力のある人材の最大限の活用の観点から、能力・実績に基づ

く信賞必罰の人事管理を徹底するとともに、そのための環境を整備

する。再任用を希望する者が国家公務員法第 38 条若しくは第 78

条の規定又は自衛隊法第38条若しくは第42条の規定に基づく欠格

事由又は分限免職事由に該当する場合には、上記①は適用しない。 

 

③ （職務の在り方） 

再任用制度の下、意欲と能力のある人材を、幅広い職域で最大限

活用できるよう努めるとともに、職員が培ってきた多様な専門的知

識や経験について、公務内で積極的に活用できる環境を整備するほ

か、受入れ側のニーズを踏まえつつ人事交流機会の拡大を図るなど

公務内外の分野での複線型人事管理を進めていくこととする。 

 

④ （再任用に係る任命権者間の調整） 

再任用制度が適切に運用されるよう、各府省において任命権者間
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での調整や情報提供に努めるものとする。 

 

⑤ （一定の管理職を再任用する際の官職） 

人事の新陳代謝を図り組織活力を維持するため、本府省の局長、

部長、課長等（本府省の職制上の段階の標準的な官職が局長、部長

又は課長に相当するものをいう。）については、再任用職員を任用

しないものとする。 

 

⑥ （多様な働き方の選択） 

多様な働き方を求める 60 歳を超える職員が、勤務時間以外の時

間を活用して、希望する人生設計の実現に資するため、職員が培っ

てきた多様な専門的知識や経験を活かした活動や新たな分野での

活動を行うことを希望する場合には、公務の遂行等に支障が生じな

い範囲内で適切な配慮を行うものとする。 

 

⑦ （早期退職の支援）  

年齢別構成の適正化を通じた組織活力の維持等を図るため、早期

退職募集制度の適切な運用を図る。これに伴い、民間の再就職支援

会社を活用した再就職支援を実施する。 

 

⑧ （60 歳超職員の追加的増加への対応） 

公務員人件費抑制の観点を踏まえつつ、希望する職員を上記①に

基づき再任用することと、若手職員の安定的・計画的な確保及び人

事の新陳代謝を図ることとが可能となるよう、必要な措置を講じる

こととする。 

 

⑨  （人事院に対する要請） 

再任用制度の下、定年退職した職員を、幅広い職域や勤務地で活
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用すること等再任用職員の今後の職務や働き方の実情等を踏まえ、

給与制度上の措置について必要な検討を行うよう、人事院に対し要

請する。 

 

⑩ （検証と見直し） 

再任用制度の活用状況を検証するとともに、年金支給開始年齢の

段階的な引上げの時期ごとに、公務の運営状況や民間企業における

高年齢者雇用確保措置の実施状況を勘案し、意見の申出を踏まえつ

つ、段階的な定年の引上げも含め雇用と年金の接続の在り方につい

て改めて検討を行う。また、加齢に伴う身体機能の低下が職務遂行

に支障を来すおそれがある職務に従事する職員について、その職務

の特殊性を踏まえ、再任用制度の運用に当たり、公務の円滑な遂行

に支障が生じないよう、必要な措置の検討を行う。 

 

⑪ （その他） 

  自衛官の雇用と年金の接続については、その特殊性を十分考慮

した上で、本決定の趣旨に沿って必要な措置を講ずるものとする。

人事院、会計検査院及び独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103

号）第２条第２項に規定する特定独立行政法人に対しては、雇用

と年金の接続のための措置について本決定の趣旨に沿って講ずる

よう要請する。また、地方公務員の雇用と年金の接続については、

各地方公共団体において、本決定の趣旨を踏まえ、能力・実績に

基づく人事管理を推進しつつ、地方の実情に応じて必要な措置を

講ずるよう要請する。警察法（昭和 29 年法律第 162 号）第 56 条

の２に規定する特定地方警務官の雇用と年金の接続については、

各都道府県警察において、地方公務員に対する措置に準じた措置

を講ずるよう要請する。 
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国家公務員高齢者雇用推進に関する方針 

平成 13 年 ６ 月 27 日  

人事管理運営協議会決定  

平成 15 年３月 26 日改正  

平成 20 年４月 ９日改正  

平成 25 年３月 27 日改正 

１. はじめに

(1)  高齢者雇用推進の意義等 

我が国においては、急速に少子・高齢化が進展し、労働人口も減少に向かっている状

況下で、平成 13 年度以降公的年金（定額支給部分）の支給開始年齢の段階的な引上げが

行われ、平成 25 年度からは 65 歳からの支給となるとともに、同年度からは同報酬比例

部分の段階的な引上げが開始される。 

このような状況の中で、我が国の経済社会の活力を維持していくとともに、60 歳台前

半の生活を支えていくためには、高齢者が長期にわたって培ってきた知識と経験を有効

に活用しながら経済社会の担い手として活躍できるような就労環境を整備し、高齢者の

雇用を推進していくことが官民共通の課題となっている。 

民間部門においては、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」（昭和 46 年法律第 68

号）において、定年を定める場合にはこれを 60 歳以上とすること及び継続雇用制度の導

入等 65 歳までの高年齢者雇用確保措置を講じることが義務化されており、各企業におい

ても同法に基づいた 65 歳までの雇用の仕組みが導入されているところである。 

国の行政機関においても、平成 13 年４月から国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号。

以下「国家公務員法」という。）に基づく再任用制度が施行され広く活用されるとともに、

平成 25 年３月 26 日には、公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢の引上げに対応し、「国

家公務員の雇用と年金の接続について」（以下「「国家公務員の雇用と年金の接続につい

て」」という。）が閣議決定されたところである。   

(2) 方針の性格 

本方針は、このような状況の下、国の行政機関における高齢国家公務員の雇用の計画

的な推進に当たっての指針等を示すことを目的として作成するものである。 

２. 高齢国家公務員の雇用に関する指針

(1) 基本的な考え方 

国家公務員の退職後の生活の在り方については、本来、個々の職員が、その価値観に

基づいて様々な生き方を主体的に選択できるようにすべきものと考えられるが、本格的
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な高齢社会の到来が見込まれる中、国家公務員が、その意欲と能力に応じ、長年培った

知識・経験を、高齢期において有効に活かせるような条件の整備を図っていくことが求

められている。特に、高齢国家公務員の雇用については、「１．(1)高齢者雇用推進の意

義等」においても述べたとおり、極めて重要な課題となっているところである。 

このため、国の行政機関においても、民間における高齢者雇用方策を視野に入れ、雇

用と年金の接続及び公務員人件費抑制等行財政改革の要請に十分配慮しつつ、高齢国家

公務員の雇用を推進するための方策を計画的に講じていくものとする。具体的には、当

面、定年後も公務内において引き続き働く意欲と能力を有する者を、１年以内の任期を

定めて採用することができる再任用制度を活用することを基本としながら、積極的に高

齢国家公務員の雇用に取り組むものとする。また、公務外への再就職については、国家

公務員法の再就職等規制を厳格に順守した上で、職員が安んじて職務に専念できるよう、

退職準備プログラムの実施や、生涯生活設計に関する情報提供等の公務外への再就職に

関する情報提供等の支援策により、職員の在職中及び退職後の充実した生活の実現を図

り、意欲的に職務に取り組めるようにすることが必要である。  

 

(2)  再任用制度の円滑な運用 

各任命権者及び高齢国家公務員の雇用の推進に関連する諸制度を所管する行政機関

（以下「各任命権者等」という。）は、再任用制度導入の趣旨並びに各行政機関における

職員構成、業務運営及び職務編成の状況を踏まえ、国家公務員法において再任用の対象

とされている定年退職者等（以下単に「定年退職者等」という。）で再任用を希望する者

については、その意欲及び能力に応じ、できる限り再任用するように努めることが求め

られるものであることに留意するものとする。また、「国家公務員の雇用と年金の接続に

ついて」に基づき、定年退職する職員（勤務延長後退職する職員も含み、昭和 28 年４月

２日以降に生まれた者に限る。以下同じ。）が再任用を希望する場合については、当該職

員の任命権者は、当該職員が年金支給開始年齢に達するまで、当該職員を再任用するも

のとする。なお、国家公務員法第 81 条の４第３項の規定を踏まえ、業務の円滑な運営の

ため、当該職員の任命権者が、当該職員を年金支給開始年齢に達した日以降における最

初の３月 31 日まで再任用することも差し支えない。  

国家公務員法第 78 条の規定に基づく分限免職事由に該当する場合には、再任用を希望

する定年退職する職員は再任用されないこととなる。この場合における再任用するか否

かの判断は、現行の分限基準に則って、定年退職日前に開始された分限免職の手続を経

て、定年退職するまでの間に分限免職処分に至らなかった者を対象に行われることとな

る（任期の更新の場合も同様となる）。上記に該当して、再任用を希望する定年退職する

職員を再任用しない可能性がある場合はその旨を、再任用しないこととなった場合は再

任用しない旨及びその理由を当該職員に対し書面で通知するものとする。 
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1)  計画的な取組 

公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢は、経過措置として 61 歳から３年に１歳ず

つ段階的に引き上げられることとなっていることから、再任用を希望する定年退職す

る職員の数は平成 37 年度までの３年毎に大幅に増加していくことが見込まれる。この

ため、再任用の推進に際しては、再任用に関する職員等の希望の動向等を的確に把握

し、計画的に準備を進める必要がある。  

 

2) 職員等への制度の周知等 

各任命権者等は、例えば、説明会の開催、パンフレットの配布等により再任用制度

について職員等へ周知するとともに、再任用に関する職員等の希望動向の把握を行う

ものとする。特に年金支給開始年齢の引上げに伴い無収入期間が生ずることとなる定

年退職する職員に対しては、人生設計を検討する十分な時間が与えられるよう、十分

な期間を設けて再任用に関する希望動向の把握を行うものとする。その際、再任用職

員の選考方法、給与・勤務時間等の勤務条件等再任用制度の内容のほか、職員等が再

任用を希望する際の判断材料となる年金、退職手当、兼業規制等に関する情報を併せ

て提供することが望ましい。また、再任用については、各行政機関における職員構成、

業務運営及び職務編成の状況を踏まえて実施されるものであるとともに、再任用を希

望している者の従前の勤務実績、再任用時点での健康状態、再任用後の業務に対する

意欲、再任用しようとする官職への適性、必要な資格の有無等に基づき各任命権者が

選考を行うものであることから、定年退職者等（定年退職する職員を除く。）が希望し

ても再任用されない場合があり得るものである。定年退職する職員においても、任命

権者の合理的な裁量の範囲内での判断により、希望する官職には再任用されない場合

があるとともに、本府省の局長、部長、課長等（本府省の職制上の段階の標準的な官

職が局長、部長又は課長に相当するものをいう。）については、再任用職員を任用しな

いものとする。 

したがって、再任用制度の周知及び再任用に関する職員等の希望動向の把握等に当

たっては、その旨を併せて周知しておくことが適当である。さらに、再任用制度につ

いて、職員等の理解を得るため、職員等からの再任用制度に関する照会等に対し、適

時・適切に対応するよう努めるものとする。また、各任命権者等は、職員等からの再

任用に関する苦情に適切に対応するよう努めるとともに、人事院に対する苦情相談制

度についても職員に周知するものとする。 

 

3) 業務運営等の見直し 

再任用職員が担当する業務としては、定年前と同様に幅広い職域で本格的な職務を

行うことが考えられる。その他、例えば、退職時に担当していたもの、在職中の知識

経験を活かしたもの（調査・研究業務、相談業務、政策評価業務、公文書管理業務、

43



後進の指導業務等）、高齢であることに配慮した身体的な負担の少ないもの、短時間勤

務の特性を活かしたもの（繁閑の差が大きい業務等）等が考えられるが、実際に再任

用職員が担当する業務は、各行政機関ごとに、業務運営、職務編成等に応じて定めら

れるものである。したがって、今後、公務内における雇用機会を拡充していくために

は、公務の能率的運営に留意しつつ、必要に応じ、各行政機関における既存の業務運

営、職務編成の見直しに努めていくことが重要である。  

 

4) 職員の意識改革と職場環境の整備 

再任用職員は、短時間勤務職員を含め、臨時的・補助的業務を行う非常勤職員とは

異なり、職務及び責任の面で他の常勤職員と同等とされており、人事評価の対象とな

っている。再任用制度を円滑に運用し、再任用職員の知識・経験を十分活用するため

には、再任用職員のみならず再任用職員を受け入れる職場の職員もまた、こうした再

任用制度の趣旨を正しく理解することが必要である。また、退職前と同じ職場に勤務

する場合には、以前の部下が上司となるようなケースが生じることも想定されること

から、職場における意思疎通に支障を生じる懸念もある。加えて、再任用職員につい

ては、退職前と比べて下位の官職に再任用されたり、処遇に格差が生じることにより

勤務意欲が低下するという懸念もある。このため、各任命権者においては、必要に応

じ、再任用職員及び受け入れる職場の職員に対し、意識改革のための啓発を実施する

等の配慮を行うことが望ましい。 

また、必要に応じ、業務遂行上、再任用職員の身体的負担の軽減を図るため必要な

設備を整備する等により再任用職員が働きやすい職場環境の整備に努めるものとする。  

 

5) 再任用を視野に入れた人事管理等 

再任用を推進していく上で、職員等が主体的な意思に基づき能力の開発及び向上、

健康の保持等に努めることが重要であることは言うまでもないが、各任命権者におい

ても、能力・実績主義に基づく信賞必罰の人事管理を徹底するとともに、必要に応じ、

例えば、特定の業務分野に対する深い知識・経験を積ませるような配置を行うなど、

再任用を視野に入れた人事管理を行うことが適当である。 

また、年齢別構成の適正化を通じた組織活力の維持等を図るため、早期退職募集制

度の適切な運用を図る。これに伴い、民間の再就職支援会社を活用した再就職支援を

実施する。  

 

6) 異なる部門における再任用 

高齢国家公務員の雇用を推進していくためには、政府全体として、退職前に主とし

て勤務していた部門にとらわれない再任用を進めていくための方策についても検討す

る必要がある。また、これに併せ、「5)再任用を視野に入れた人事管理等」の一環とし
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て、必要に応じ、異なる部門との人事交流等により様々な業務を経験させ、異なる行

政機関等を含む異なる部門における業務にも対応できるような知識・経験を積ませる

ことも検討しておく必要がある。  

 

7) 再任用が困難な場合等 

各行政機関における既存の業務運営、職務編成の見直し等にもかかわらず、職務の

性質等により、定年退職者等の再任用が著しく困難であると考えられる場合において

は、再任用を希望する定年退職する職員に対しては、「国家公務員の雇用と年金の接続

について」に基づき、各府省内において任命権者間での調整や情報提供に努めるとと

もに、場合によっては異なる部門における再任用による対応を検討すべきものと考え

られる。また、上記以外の再任用を希望する定年退職者等については、上記に準じた

調整や情報提供に努めることとする。それでもなお再任用が困難な場合は政府全体と

して「(3)生涯生活設計支援」の推進を図り、定年退職者等の雇用の確保に努めるもの

とする。 

なお、技能・労務職員への再任用（短時間勤務職員への再任用を除く。）については、

「臨時行政調査会の最終答申後における行政改革の具体化方策について」（昭和 58 年

５月 24 日閣議決定）に従い、公務遂行上真に必要な場合に行うこととする。   

 

(3) 生涯生活設計支援 

職員の退職後の就労の在り方については、単に所得獲得のための手段ではなく、生き

がい、財産形成、健康管理等、様々な要素のバランスをとりながら、生涯にわたる自己

実現という観点から選択されるものと考えられる。このような観点から、職員一人一人

が、在職中の早い段階から、自らの生涯生活設計を主体的に確立していく必要があるが、

同時に、各任命権者等においては、民間との均衡の確保等にも留意しつつ、職員のこう

した主体的な取組を支援するための方策を推進していくことが重要である。 

 

1)  講習会の活用等による支援 

高齢化の一層の進展及び年金支給開始年齢の引上げの開始等の状況を踏まえ、今後、

退職準備プログラムの実施や生涯生活設計プログラムの実施など生涯生活設計に関す

る講習会の機会や、人事院の「国家公務員生涯設計総合情報提供システム」を活用す

ること等により、職員の生涯生活設計に必要な情報の提供、カウンセリングにおける

生活相談の導入等を通じて、職員が行う生涯生活設計に対する支援を更に充実してい

くものとする。 

なお、生涯生活設計の支援に当たっては、再任用制度に関する説明会を生涯生活設

計に関する講習会と併せて実施するなど、高齢国家公務員の雇用推進方策との連携を

図りながら実施していくものとする。 
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2) その他の支援 

公務外への再就職に際して求められる能力開発、資格取得等に取り組む必要性の認

識を深めさせ、意欲の喚起等を併せて行うなどの方策を講ずるよう努めるとともに、

職業能力開発機会の付与等の支援の在り方についての検討を行うものとする。   

 

３. 推進体制の整備 

各行政機関においては、従前より高齢者雇用推進主任の選任等、高齢国家公務員の雇

用の推進体制の整備が進められているところであるが、今後、「２．高齢国家公務員の雇

用に関する指針」に沿って高齢国家公務員の雇用を推進するため、以下のとおり、高齢

国家公務員の雇用に係る推進体制を整備するものとする。 

  

(1) 推進体制の整備 

各行政機関においては、高齢国家公務員の雇用に係る人事管理を担当する高齢者雇用

推進主任を選任し、本方針に沿って、高齢国家公務員の雇用を計画的に推進するものと

する。高齢者雇用推進主任は、各行政機関内における高齢国家公務員の雇用の状況及び

課題の把握に努め、任用、給与、定員管理等の再任用に関係する部内の各担当間の調整

及び生涯生活設計支援担当との連携に努めるとともに、他の行政機関等との連携に当た

るなど、当該機関における高齢国家公務員の雇用を推進していく上で中心的な役割を担

うものとする。 

内閣総理大臣（総務省）は、今後とも、各府省の意見・実情を踏まえた上で、高齢国

家公務員の雇用をより一層推進するため、必要に応じ、高齢国家公務員の雇用に係る情

報交換等の場として「国家公務員高齢者雇用推進専門部会」等を活用する等により、引

き続き各行政機関が行う高齢国家公務員の雇用に関する事務の総合調整を行っていくも

のとする。 

上記のほか、高齢国家公務員の雇用の推進に関連する諸制度を所管する行政機関にお

いては、各任命権者が行う高齢国家公務員の雇用に関する取組が円滑に実施されるよう、

それぞれの権限に応じ、必要な協力を行うものとする。  

 

(2)  内閣総理大臣への報告 

各行政機関においては、再任用に関する次年度の実施予定及び前年度の実施状況等、

各行政機関における高齢国家公務員の雇用の推進状況について、各年度ごとに内閣総理

大臣に報告するものとする。 

  

４. 今後の課題 

再任用制度の活用状況を検証するとともに、年金支給開始年齢の段階的な引上げの時
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期ごとに、公務の運営状況や民間企業における高年齢者雇用確保措置の実施状況を勘案

し、人事院の「定年を段階的に 65 歳に引き上げるための国家公務員法等の改正について

の意見の申出」を踏まえつつ、段階的な定年の引上げも含め雇用と年金の接続の在り方

について改めて検討を行う。また、加齢に伴う身体機能の低下が職務遂行に支障を来す

おそれがある職務に従事する職員について、その職務の特殊性を踏まえ、再任用制度の

運用に当たり、公務の円滑な遂行に支障が生じないよう、必要な措置の検討を行う。 

本方針についても、その検討を踏まえ、必要に応じ、見直しを行うものとする。 

  

５. 特別職の職員等 

自衛隊員及び特定独立行政法人の職員については、関係行政機関等において、国の行

政機関における一般職の職員との均衡を考慮しつつ、その特性に応じ、国家公務員の雇

用と年金の接続及び高齢国家公務員の雇用の推進のための措置について本方針の趣旨に

沿って講ずることが適当である。 
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総 行 高 第 ２ 号 

平成 25 年３月 29 日 

各都道府県知事 

各指定都市市長 

総 務 副 大 臣 

坂 本  哲 志 

地方公務員の雇用と年金の接続について 

国家公務員の雇用と年金の接続について、平成 25 年３月 26 日別紙のとおり閣議決定が行

われました。 

この閣議決定は、平成 25 年度以降、公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢が段階的に

60 歳から 65 歳へと引き上げられることに伴い、無収入期間が発生しないよう国家公務員

の雇用と年金の接続を図るとともに、人事の新陳代謝を図り組織活力を維持しつつ職員の能

力を十分活用していくため、当面、定年退職する職員（勤務延長後退職する職員を含む。以

下同じ。）が公的年金の支給開始年齢（以下「年金支給開始年齢」という。）に達するまでの

間、再任用を希望する職員については再任用するものとすること等をその内容とするもので

す。 

地方公務員の雇用と年金を確実に接続するため、各地方公共団体において、この閣議決定

の趣旨を踏まえ、下記の事項に留意の上、能力・実績に基づく人事管理を推進しつつ、地方

の実情に応じて必要な措置を講ずるよう要請いたします。 

この旨、貴都道府県内の市区町村、一部事務組合等に対しても併せて周知されるようお願

いします。 

なお、本通知は地方公務員法第 59 条（技術的助言）及び地方自治法第 245 条の４（技術

的な助言）に基づくものです。 

記 

１ 定年退職する職員が再任用を希望する場合、当該職員の任命権者は、退職日の翌日、地

方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 28 条の４の規定に基づき、当該職員が年金支給

開始年齢に達するまで、常時勤務を要する職（以下「フルタイム職」という。）に当該職

員を再任用するものとすること。ただし、当該任命権者は、職員の年齢別構成の適正化を

図る観点から再任用を希望する職員をフルタイム職に再任用することが困難であると認

められる場合又は当該職員の個別の事情を踏まえて必要があると認められる場合には、当

該職員が年金支給開始年齢に達するまで、地方公務員法第 28 条の５の規定に基づき、短

殿

資料３
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時間勤務の職に当該職員を再任用することができること。 

 

２ 国においては、再任用職員も含めた職員全体のモチベーションの維持向上と意欲と能力

のある人材の最大限の活用の観点から、能力・実績に基づく信賞必罰の人事管理を徹底す

るとともに、そのための環境を整備することとされたこと。これを踏まえ、各地方公共団

体においても、公正かつ客観的な人事評価システム等を活用し、また、これが未整備の地

方公共団体については、その構築に早急に取り組み、能力・実績に基づく人事管理の推進

を図られたいこと。再任用を希望する者が地方公務員法第 16 条又は第 28 条の規定に基づ

く欠格事由又は分限免職事由に該当する場合には、上記１は適用しないこと。 

 

３ 再任用制度の下、意欲と能力のある人材を、幅広い職域で最大限活用できるよう努める

とともに、職員が培ってきた多様な専門的知識や経験について、公務内で積極的に活用で

きる環境を整備することに留意いただきたいこと。また、加齢に伴う身体機能の低下が職

務遂行に支障を来すおそれがある職種に従事する職員については、その職務の特殊性を踏

まえた検討を行うことに留意いただきたいこと。 

 

４ 再任用制度が適切に運用されるよう、地方公共団体の長は任命権者間の調整や情報提供

に努められたいこと。また、地方公共団体の組合（一部事務組合、広域連合等）の職員の

再任用については、組合を組織する地方公共団体の任命権者において当該職員を再任用す

ることができるとする地方公務員法第 28 条の６の規定の活用を検討するなど、関係任命

権者間で必要な調整に努められたいこと。 

 

５ 多様な働き方を求める 60 歳を超える職員が、勤務時間以外の時間を活用して、希望す

る人生設計の実現に資するため、職員が培ってきた多様な専門的知識や経験を活かした活

動や新たな分野での活動を行うことを希望する場合には、公務の遂行等に支障が生じない

範囲内で適切な配慮を行うことに留意いただきたいこと。 

  再任用短時間勤務職員に対する営利企業等の従事の許可については、公務に支障を来し

たり、公務の信用を失墜させたりするなどのおそれがないよう十分留意しつつ、再任用短

時間勤務職員の勤務形態等を勘案して必要に応じ弾力的な運用を行うことが可能である

こと。 

なお、現役職員で高齢者部分休業制度（地方公務員法第 26 条の３第 1 項）の活用が可

能な職員については、加齢による諸事情への対応、地域ボランティア活動への従事など地

域貢献、若年層とのワークシェアリング等を想定した制度の趣旨を踏まえ、職員に対し当

該制度の周知を図られたいこと。 

 

６ 今般の閣議決定においては、国家公務員の再任用制度の活用状況を検証するとともに、

年金支給開始年齢の段階的な引上げの時期ごとに、公務の運営状況や民間企業における高

年齢者雇用確保措置の実施状況を勘案し、人事院の「定年を段階的に 65 歳に引き上げる
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ための国家公務員法等の改正についての意見の申出」を踏まえつつ、段階的な定年の引上

げも含め雇用と年金の接続の在り方について改めて検討を行うこととされたこと。地方公

務員についても、再任用の実施状況を検証し、国家公務員に係る検討に合わせて、改めて

雇用と年金の接続の在り方について検討することとしていること。 

 

７ 地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第２条第２項に規定する特定地方独立

行政法人に対しては、同法第６条第３項の設立団体において、雇用と年金の接続について

閣議決定及び本通知の趣旨を踏まえ、必要な措置を講ずるよう要請いただきたいこと。 

 

８ 現行の再任用制度（地方公務員法第 28 条の４から第 28 条の６まで）に関して、未だ条

例を制定していない団体においては速やかに制定を図られたいこと。 
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自 治 公 第 ９ 号

自 治 高 第 ４ 号

平成１１年 ７月３０日

各 都 道 府 県 知 事
殿

各 政 令 指 定 都 市 市 長

自 治 事 務 次 官

地方公務員法等の一部を改正する法律の施行について（通知）

地方公務員法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）は、平成１１年７月

２２日法律第１０７号をもって公布されたところです。

今回の改正は、高齢社会の到来に伴い、高齢者の知識・経験を社会において活用してい

くとともに、年金制度の改正に合わせ、60歳台前半の生活を雇用と年金の連携により支え

るため、一般職の職員の定年退職者等の再任用制度について、条例で定める年齢までの在

職を可能とし、及び短時間勤務の制度を設けるとともに、懲戒制度の一層の適正化を図る

ため、退職した職員が再び職員として採用された場合において当該退職及び採用が一定の

要件に該当するものであるときは、退職前の在職期間中の懲戒事由に対して処分を行うこ

とができることとすること等をその内容とするものです。

改正法の施行については、新たな再任用制度の円滑な実施のための準備を定めた附則第

２条の規定は公布の日から、懲戒制度に関する改正事項（新たな再任用制度に関する部分

を除く。）は公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日から、

その他の規定は平成１３年４月１日から施行することとされています。

貴職におかれては、今回の改正の趣旨にのっとり、下記事項に十分留意の上、導入の準

備を進めることとし、改正法の施行に遺憾のないよう格別の配慮を願います。

併せて、新たな再任用制度の施行に当たっては、行財政改革の要請に十分配慮しつつ取

り組まれるよう特段の留意を願います。

なお、新たな再任用制度に関して、定年退職者に準ずる者、任期の末日等については、

各地方公共団体の条例で定めるものとされていますが、当該条例の準則等については、別

途通知する予定ですので、当該準則等を参考とし、所要の条例制定のための措置を講じる

ようお願いします。

おって、貴都道府県内の市区町村、一部事務組合等に対してもこの旨周知願います。

資料４
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記

第１ 地方公務員法の一部改正に関する事項

１ 地方公務員の新たな再任用制度の導入

(1) 任命権者は、当該地方公共団体の定年退職者等（定年退職者若しくは勤務延長の

後退職した者又は定年退職日以前に退職した者のうち勤続期間等を考慮してこれら

に準ずるものとして条例で定める者をいう。以下同じ。）を、従前の勤務実績等に

基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、常時勤務を要する職に採

用することができるものとすること。ただし、その者がその者を採用しようとする

職に係る定年に達していないときは、この限りではないこと。（地方公務員法（以

下第１において「法」という。）第２８条の４第１項）

イ 再任用職員の採用に当たっては、地方公務員の任用の根本基準（法第１５条）

に従い、改めて能力の実証を要するが、その方法については、採用される職及び

その対象となる職員に応じてきめ細かく方法を設定できる選考の方法に基づくこ

ととし、その選考は任命権者が行うものであること。

ロ 高齢職員の意欲・能力の変化が大きいこと等を考慮し、最長１年を単位とする

任期を設定するものであること。

(2) 任期は、条例で定めるところにより、１年を超えない範囲内で更新できるものと

すること。（法第２８条の４第２項）

(3) 任期の末日は、その者が条例で定める年齢に達した日以後における最初の３月

３１日までの間において条例で定める日以前でなければならないものとすること。

（法第２８条の４第３項）

(4) (3) の条例で定める年齢は、国の職員につき定められている任期の末日に係る年

齢を基準として定めるものとすること。（法第２８条の４第４項）

イ 国の職員につき定められている任期の末日に係る年齢（上限年齢）とは、国家

公務員法等の一部を改正する法律（平成１１年法律第８３号。以下「国公改正

法」という。）による改正後の国家公務員法第８１条の４第３項の規定のとおり、

年齢６５年であること。

ロ 基準として定めるとは、国家公務員の上限年齢と基本的には同一の年齢を定め

なければならないことを意味するものであること。

(5) (1)の採用については、条件附採用の規定は適用しないものとすること。（法第

２８条の４第５項）

(6) 任命権者は、当該地方公共団体の定年退職者等を、従前の勤務実績等に基づく選

考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、短時間勤務の職に採用することが

できるものとすること。この場合の任期については、(2)から(4)までを準用するこ

と。（法第２８条の５第１項及び第２項）

イ 短時間勤務の職とは、当該職を占める職員の１週間当たりの通常勤務時間が、

常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種のものを占める職員

の１週間当たりの通常勤務時間に比し短い時間であるものであること。これは、

高齢職員については短時間の勤務形態を希望する傾向があること、また、弾力的
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な勤務形態を設けることが業務運営上効率的な場合もあること等から、新たな再

任用制度の導入に伴い再任用職員に限って、常勤職員と同様の本格的な業務を行

う勤務形態として新たに設けられるものであること。

ロ 短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の勤

務時間は、法第２４条に基づき各地方公共団体の条例で定めることとなるが、国

家公務員については、国公改正法による改正後の一般職の職員の勤務時間、休暇

等に関する法律第５条第２項の規定により、１週間当たり１６時間から３２時間

までの範囲内で、任命権者が定めるものであること。

ハ 再任用短時間勤務職員の任期は、１年を超えない範囲内で更新できるものであ

ること。

ニ 再任用短時間勤務職員の任期の末日は、その者が、国の職員につき定められて

いる任期の末日に係る年齢を基準として条例で定める年齢に達した日以後におけ

る最初の３月３１日までの間において条例で定める日以前でなければならないも

のであること。

ホ なお、再任用短時間勤務職員は、法第２２条第１項の規定により、その採用に

ついて条件附採用は適用されないものであること。

(7) 短時間勤務の職には、定年退職者等のうち、当該職について定年制度の適用があ

るものとした場合の当該職に係る定年に達した者に限り任用できるものとすること。

（法第２８条の５第３項）

当該職について定年制度の適用があるものとした場合の当該職に係る定年とは、

当該短時間勤務の職と職務と責任が同等又は最も類似の常時勤務の職を占める職員

について、条例において定められている定年を意味するものであること。

(8) (1) 及び(6) によるほか、地方公共団体の組合（一部事務組合、広域連合等）を

組織する地方公共団体の任命権者にあってはその組合の定年退職者等を、組合の任

命権者にあってはその組合を組織する地方公共団体の定年退職者等を、従前の勤務

実績等に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、常時勤務を要す

る職又は短時間勤務の職に採用することができるものとすること。この場合におい

ては、(5) 及び(7) を準用し、任期については、(2) から(4) までを準用すること。

（法第２８条の６）

地方公共団体の組合とその構成団体とは、異なる地方公共団体ではあるものの、

高齢者の継続雇用を進める観点からは、これらを一体的に取り扱うことが適当であ

るため、特例的に組合とこれを組織する地方公共団体とは相互に定年退職者等を再

任用できることとしたものであること。

(9) 再任用職員の定員管理については、再任用制度の導入により行政需要が増加する

わけではないため、簡素で効率的な行政体制の推進を阻害しないよう、常勤の再任

用職員は、定数条例の対象となり、再任用短時間勤務職員は、常勤職員と区別して、

別途管理することとなるが、再任用短時間勤務職員の導入により軽減された常勤職

員の業務量に見合う定員を削減することを基本とするものであること。

２ 懲戒制度の整備

(1) 職員が、任命権者の要請に応じ当該地方公共団体の特別職に属する地方公務員、

53



他の地方公共団体の地方公務員、国家公務員又は地方公社その他その業務が地方公

共団体若しくは国の事務若しくは事業と密接な関連を有する法人のうち条例で定め

るものに使用される者（以下「特別職地方公務員等」という。）となるため退職し、

引き続き特別職地方公務員等として在職した後、引き続いて当該退職を前提として

職員として採用された場合、当該退職前の引き続く職員としての在職期間中の懲戒

事由に対して処分を行うことができることとすること。（法第２９条第２項）

イ 当該地方公共団体の特別職に属する地方公務員、他の地方公共団体の地方公務

員、国家公務員又は地方公社に使用される者となるため退職出向し復職する場合

には、任用、給与、退職手当等の人事上の諸制度において通常の新規採用とは異

なる一定の特別な取扱いがなされていることに鑑みて、退職出向の前後における

公務員としての勤務を一体のものとして扱い、退職出向前の非違行為を復職後に

おいても懲戒事由としたものであること。

ロ その他その業務が地方公共団体若しくは国の事務若しくは事業と密接な関連を

有する法人のうち条例で定めるものとは、復職する際の任用、給与、退職手当等

の処遇について、通常の新規採用とは異なる取扱いをしている法人を想定したも

のであるが、具体的な法人については、各地方公共団体が今回の制度改正の趣旨

を踏まえ、条例で定めるものであること。

(2) 職員が、第１の１により採用された場合において、定年退職者等となった日まで

の引き続く職員としての在職期間又は第１の１によりかつて採用されて職員として

在職していた期間中の懲戒事由に対して処分を行うことができることとすること。

（法第２９条第３項）

これは、新たな再任用制度による採用が退職前の職員としての良好な勤務の事実

を基礎とするものであることから講じられたものであること。

第２ 関係法律の整備に関する事項

１ 地方自治法の一部改正

(1) 再任用短時間勤務職員に対し、給料、手当及び旅費を支給するものとすること。

（同法第２０３条及び第２０４条）

イ 給料、手当及び旅費の支給は、再任用短時間勤務職員が、常勤の職員と同様の

本格的な職務に従事することから措置されたものであり、第２の３、４、８、

１０、１１についても同様であること。

ロ 再任用職員の給与は、地方公務員法第２４条及び地方自治法第２０４条に基づき

各地方公共団体の条例で定めることとなるが、国家公務員の諸手当については、職

務に関連する手当及びその他特に支給すべき理由のある手当に限って支給すること

とし、長期継続雇用を前提としてライフステージに応じて生活費の増嵩に対処する

目的で支給される生活関連手当及び主として人材確保の観点から設けられている手

当並びに退職手当については支給しないものであること。

(2) 普通地方公共団体の議会の議員、普通地方公共団体の長等は、再任用短時間勤務

職員と兼ねることができないものとすること。（同法第９２条、第１４１条及び第

１９６条）

再任用短時間勤務職員の兼職禁止について、常勤職員に準じた取扱いをするもの
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であり、教育委員会の委員、収用委員会の委員、地方公営企業管理者との兼職禁止

（第２の７(2)、１２、１３）についても同様であること。

２ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される一般職の地方公務員の処遇等に関する法

律の一部改正

派遣制度の対象となる職員から除外される職員の範囲をすべて条例に委ねることと

したこと。（同法第２条）

派遣制度の趣旨は、職員に身分を保有させたまま他の業務に従事させることにより、

職員が安んじて派遣先の業務に従事できることとするものであるが、今回の新たな再

任用制度に見られるような制度の変更に適切に対応できるようにするため、派遣制度

から除外する職員の範囲等は、各地方公共団体が条例で定めることとしたものである

こと。

なお、国際機関等に派遣される一般職の国家公務員の処遇等に関する法律（昭和

４５年法律第１１７号）における再任用職員の取扱いについては、今後、人事院規則

において定められるものであること。

３ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部改

正

再任用短時間勤務職員に対し、介護休暇を付与することができるもの等とすること。

（同法第５２条）

再任用短時間勤務職員の介護休暇及び深夜勤務制限について、常勤の再任用職員に

準じた取扱いをするものであること。

４ 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正

再任用短時間勤務職員に対し、育児のための部分休業を付与することができるもの

とすること。（同法第９条）

再任用短時間勤務職員の育児のため部分休業（１歳に満たない子を養育するため１

日の勤務時間の一部について勤務しないこと）については、常勤の再任用職員に準じ

た取扱いをするものであること。

５ 地方公務員災害補償法の一部改正

再任用短時間勤務職員が、船員保険法による保険給付であって、地方公務員災害補

償法による補償に相当するものを受ける場合には、地方公務員災害補償法による補償

を行わないものとすること。（同法附則第８条）

イ 船員である再任用短時間勤務職員が被災した場合、船員保険法の規定に基づく保

険給付と地方公務災害補償法の規定に基づく補償が重複することとなるため、両者

の間を調整する規定を設けたものであること。

ロ なお、再任用職員に対する災害補償については、再任用短時間勤務職員を含め、

地方公務員災害補償法の規定に基づき地方公務員災害補償基金が補償を実施するこ

ととしており、地方公務員災害補償法施行令の所要の改正を行う予定であること。

６ 教育公務員特例法の一部改正

公立大学の教員について、地方公務員法に基づく第１の１の新たな再任用制度を適

用することとし、その場合における任期の設定方法の特例を設けるとともに、教員の

定年制度に係る規定の整備等を行うこと。（教育公務員特例法第８条の３）
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イ 公立大学の教員について新たな再任用制度を適用することとなるが、任期の設定

方法については、教授会の議に基づき学長が定めるものであること。

ロ 公立大学の教員の定年制度については、従来、国公改正法及び改正法による改正

前の教育公務員特例法第８条第２項に規定される停年によっていたが、改正後は、

地方公務員法第２８条の２の規定を適用することとし、定年退職日及び定年につい

ては、条例によることなく評議会の議に基づき学長が定めることとするものである

こと。このため、公立大学の教員に係る定年退職日及び定年に関しては、条例改正

の必要がないものであること。

７ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正

(1) 県費負担教職員に係る第１の１の新たな再任用制度の適用について、特例規定を

整備すること。（同法第４７条）

これにより、都道府県教育委員会が、県費負担教職員であった職員を、退職した

市町村とは別の同一都道府県内の市町村の県費負担教職員に再任用できるものであ

ること。

(2) 教育委員会の委員は、再任用短時間勤務職員と兼ねることができないものとする

こと。（同法第６条）

８ 女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律の一部改正

再任用短時間勤務講師を女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法

律の適用対象とすること。（同法第２条）

再任用短時間勤務講師は、常勤の再任用教職員に準じて、女子教職員が出産する場

合に当該学校の教職員の職務を補助させる臨時的任用に代わる特別の教職員として取

り扱われるものであること。

９ へき地教育振興法の一部改正
ヽ ヽ

再任用教職員に対し、へき地手当等を支給しないものとすること。（同法第５条の

２及び第５条の３）

へき地手当及びへき地手当に準ずる手当については、主として人材確保の観点から

設けられているため、支給対象から再任用教職員を除外したものであること。

10 農業、水産、工業又は商船に係る産業教育に従事する国立及び公立の高等学校の教

員及び実習助手に対する産業教育手当の支給に関する法律の一部改正

再任用短時間勤務講師を産業教育手当の支給対象とすることができることとするこ

と。（同法第２条）

再任用短時間勤務講師の産業教育手当について、常勤の再任用教員に準じた取扱い

をするものであること。

11 国立及び公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部改

正

再任用短時間勤務講師を教職調整額の支給対象とすることができることとすること。

（同法第２条）

再任用短時間勤務講師の教職調整額について、常勤の再任用教育職員に準じた取扱

いをするものであること。
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12 土地収用法の一部改正

収用委員会の委員は、再任用短時間勤務職員と兼ねることができないものとするこ

と。（第５２条）

13 地方公営企業法の一部改正

地方公営企業管理者は、再任用短時間勤務職員と兼ねることができないものとする

こと。（同法第７条の２）

第３ 施行期日等

１ この改正法は、平成１３年４月１日から施行すること。

ただし、第３の２の新たな再任用制度の実施のための準備については、公布の日

（平成１１年７月２２日）から、また、第１の２の(1) の懲戒制度に係る改正につい

ては、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

するものとされていること。（改正法附則第１条）

２ 新たな再任用制度の円滑な実施等を確保するため、任命権者は、長期的な人事計画

の推進等必要な準備を行うものとし、地方公共団体の長は、任命権者の行う準備に関

し、必要な連絡、調整等を行うものとすること。（改正法附則第２条）

３ 第１の２の懲戒制度については、改正法の施行日前に退職した者についてはその対

象とせず、法施行日以後に退職した者に限って適用対象とすること。（改正法附則第

３条）

４ 改正法による改正前の再任用制度により採用され、任期又は更新された任期の末日

が、この法律の施行の日以後である職員（以下「旧法再任用職員」という。）に係る

任用（任期の更新を除く。）については、なお従前の例によるものとすること。（改

正法附則第４条）

旧法再任用職員については、新たな再任用制度の施行後は、任期の更新ができない

ものであること。

５ 特定警察職員等については、平成１９年４月１日までの間で条例で定める日から、

第１の１の新たな再任用制度を適用するものとすること。（改正法附則第５条）

イ 特定警察職員等とは、特例による退職共済年金の受給権を取得したときにおいて、

警部以下の警察官又は消防司令以下の消防吏員若しくは副団長以下の常勤の消防団

員であった者で、かつ、引き続き２０年以上警察官又は消防吏員若しくは常勤の消

防団員として在職していた者その他これらに準ずる者として政令で定める者をいう

ものであること。（地方公務員等共済組合法附則第２５条の２第１項第１号）

ロ 特定警察職員等については、満額年金の支給開始年齢の引き上げが一般職員より

６年遅れの平成１９年４月１日からとなっていること等から、国家公務員である特

定警察職員等の新たな再任用制度は平成１９年４月１日から適用することとされて

おり（国公改正法附則第５条第１項）、地方公務員である特定警察職員等について

も基本的には同様に取り扱うものであること。

６ 第１の１の (3)の条例で定める年齢に関しては、国の職員につき定められている任

期の末日に関する特例を基準として、条例で特例を定めるものとすること。（改正法

附則第６条）

イ 国の職員につき定められている任期の末日に関する特例は、満額年金の支給開始
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年齢の引き上げスケジュールに合わせて上限年齢を段階的に引き上げ、具体的には

次のとおりとされていること。（国公改正法附則第４条）

平成13年４月１日から平成16年３月31日まで 61年

平成16年４月１日から平成19年３月31日まで 62年

平成19年４月１日から平成22年３月31日まで 63年

平成22年４月１日から平成25年３月31日まで 64年

ロ 基準として定めるとは、国の職員につき定められている特例と基本的には同一の

特例を定めなければならないことを意味するものであること。
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職発１１０９第２号 

平成 24 年 11 月９日 

各都道府県労働局長 殿 

厚生労働省職業安定局長 

（ 公 印 省 略 ） 

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律等の施行について 

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律（平成 24 年法律

第 78 号。以下「改正法」という。）については、平成 24 年９月５日に公布され、

同日付け職発第 0905 第２号「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改

正する法律について」により貴職あて通達したところである。また、本日、高年齢

者等の雇用の安定等に関する法律施行規則の一部を改正する省令（平成 24 年厚生

労働省令第 154 号。以下「改正省令」という。［別添１］参照。）、高年齢者等職業

安定対策基本方針（平成 24 年厚生労働省告示第 559 号。以下「基本方針」という。

［別添２］参照。）及び高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針（平成

24 年厚生労働省告示第 560 号。以下「指針」という。［別添３］参照。）が公布され、

改正省令については平成 25 年４月１日から施行され、基本方針及び指針について

は同日から適用されることとされた。 

改正法による改正後の高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46 年法律

第 68 号。以下「法」という。）、改正省令による改正後の高年齢者等の雇用の安定

等に関する法律施行規則（昭和 46 年労働省令第 24 号。以下「則」という。）、基本

方針及び指針の内容等については、下記のとおりであるので、これに十分留意の上、

その円滑な施行について遺漏のないよう特段の御配慮をお願いする。 

記 

第１ 継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止等 

１ 改正の趣旨 

少子高齢化が急速に進展する中、労働力人口の減少に対応し、経済と社会を

発展させるため、高年齢者をはじめ働くことができる全ての人が社会を支える

全員参加型社会の実現が求められている。また、現在の年金制度に基づき平成

資料５
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25 年度から特別支給の老齢厚生年金の報酬比例部分（以下「厚生年金報酬比例

部分」という。）の支給開始年齢が段階的に引き上げられることから、現状のま

までは、無年金・無収入となる者が生じる可能性がある。 

このような状況を踏まえ、継続雇用制度の対象となる高年齢者につき事業主が

労使協定により定める基準により限定できる仕組みを廃止するなどの改正を行っ

たものである。 

 

２ 継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止（法第９条第２項及び改正

法附則第３項） 

事業主は、事業所に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合におい

てはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては

労働者の過半数を代表する者との書面による協定により、継続雇用制度の対象

となる高年齢者に係る基準を定め、当該基準に基づく制度を導入したときは、

継続雇用制度を導入したものとみなすものとしている仕組みを廃止することと

したこと。 

また、経過措置により、平成 37 年３月 31 日までの間、継続雇用制度の対象

となる高年齢者に係る基準を厚生年金報酬比例部分の支給開始年齢以上の者を

対象に、利用することができることとしたこと。 

 

３ 継続雇用制度の対象者が雇用される企業の範囲の拡大 

（１）継続雇用制度における事業主間の契約（法第９条第２項） 

   継続雇用制度には、事業主が、特殊関係事業主（当該事業主の経営を実質的

に支配することが可能となる関係にある事業主その他の当該事業主と特殊の

関係のある事業主として厚生労働省令で定める事業主）との間で、当該事業主

の雇用する高年齢者であってその定年後に雇用されることを希望するものを

その定年後に当該特殊関係事業主が引き続いて雇用することを約する契約を

締結し、当該契約に基づき当該高年齢者の雇用を確保する制度が含まれること

としたこと。 

 

（２）特殊関係事業主の範囲（則第４条の３） 

   ⅰ）厚生労働省令で定める事業主 

法第９条第２項に規定する厚生労働省令で定める事業主は、次に掲げる者

としたこと。 

① 当該事業主の子法人等 

② 当該事業主を子法人等とする親法人等 

③ 当該事業主を子法人等とする親法人等の子法人等（当該事業主、①及び

②に掲げる者を除く。） 

④ 当該事業主の関連法人等 
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⑤ 当該事業主を子法人等とする親法人等の関連法人等（④に掲げる者を除

く。） 

 

ⅱ）親法人等 

則第４条の３に規定する「親法人等」について、次の①から③までに掲げ

る法人等（会社、組合その他これらに準ずる事業体（外国におけるこれらに

相当するものを含む。）をいう。以下同じ。）とすること。 
ただし、財務上又は営業上若しくは事業上の関係からみて他の法人等の財

務及び営業又は事業の方針を決定する機関（株主総会その他これに準ずる機

関をいう。以下「意思決定機関」という。）を支配していないことが明らかで

あると認められるときは、この限りでない。 
① 他の法人等（破産手続開始の決定、再生手続開始の決定又は更生手続開

始の決定を受けた他の法人等その他これらに準ずる他の法人等であって、

有効な支配従属関係が存在しないと認められるものを除く。以下このⅱに

おいて同じ。）の議決権の過半数を自己の計算において所有している法人等 
② 他の法人等の議決権の 100 分の 40 以上、100 分の 50 以下を自己の計算

において所有している法人等であって、次のイからホまでに掲げるいずれ

かの要件に該当するもの。 
イ 当該法人等が自己の計算において所有している議決権と当該法人等と

出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係があることにより

当該法人等の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者及び

当該法人等の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している

者が所有している議決権とを合わせて、当該他の法人等の議決権の過半

数を占めていること。 
ロ 当該法人等の役員、業務を執行する社員若しくは使用人である者、又

はこれらであった者であって当該法人等が当該他の法人等の財務及び営

業又は事業の方針の決定に関して影響を与えることができるものが、当

該他の法人等の取締役会その他これに準ずる機関の構成員の過半数を占

めていること。 
ハ 当該法人等と当該他の法人等との間に当該他の法人等の重要な財務及

び営業又は事業の方針の決定を支配する契約等が存在すること。 
ニ 当該他の法人等の資金調達額（貸借対照表の負債の部に計上されてい

るものに限る。）の総額の過半について当該法人等が融資（債務の保証及

び担保の提供を含む。以下同じ。）を行っていること（当該法人等と出資、

人事、資金、技術、取引等において緊密な関係のある者が行う融資の額

を合わせて資金調達額の総額の過半となる場合を含む。）。 
ホ その他当該法人等が当該他の法人等の意思決定機関を支配しているこ

とが推測される事実が存在すること。 
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③ 法人等が自己の計算において所有している議決権と当該法人等と出資、

人事、資金、技術、取引等において緊密な関係があることにより当該法人

等の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者及び当該法人等

の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者が所有して

いる議決権とを合わせて、他の法人等の議決権の過半数を占めている場合

（当該法人等が自己の計算において議決権を所有していない場合を含む。）

における当該法人等であって、②ロからホまでに掲げるいずれかの要件に

該当するもの。 

 
ⅲ）子法人等 

則第４条の３に規定する「子法人等」とは、親法人等によりその意思決定

機関を支配されている他の法人等をいうこと。この場合において、親法人等

及び子法人等又は子法人等が他の法人等の意思決定機関を支配している場合

における当該他の法人等は、その親法人等の子法人等とみなす。 

    
ⅳ）関連法人等 

則第４条の３に規定する「関連法人等」について、次の①から③までに掲

げるものとすること。ただし、財務上又は営業上若しくは事業上の関係から

みて法人等（当該法人等の子法人等を含む。）が子法人等以外の他の法人等の

財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができ

ないことが明らかであると認められるときは、この限りでない。 
① 法人等（当該法人等の子法人等を含む。）が子法人等以外の他の法人等（破

産手続開始の決定、再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定を受けた

子法人等以外の他の法人等その他これらに準ずる子法人等以外の他の法人

等であって、当該法人等がその財務及び営業又は事業の方針の決定に対し

て重要な影響を与えることができないと認められるものを除く。以下同

じ。）の議決権の 100 分の 20 以上を自己の計算において所有している場合

における当該子法人等以外の他の法人等 
② 法人等（当該法人等の子法人等を含む。）が子法人等以外の他の法人等の

議決権の 100 分の 15 以上、100 分の 20 未満を自己の計算において所有し

ている場合における当該子法人等以外の他の法人等であって、次のイから

ホまでに掲げるいずれかの要件に該当するもの 
イ 当該法人等の役員、業務を執行する社員若しくは使用人である者、又

はこれらであった者であって当該法人等がその財務及び営業又は事業の

方針の決定に関して影響を与えることができるものが、その代表取締役、

取締役又はこれらに準ずる役職に就任していること。 
ロ 当該法人等から重要な融資を受けていること。 
ハ 当該法人等から重要な技術の提供を受けていること。 
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ニ 当該法人等との間に重要な販売、仕入れその他の営業上又は事業上の

取引があること。 
ホ その他当該法人等がその財務及び営業又は事業の方針の決定に対して

重要な影響を与えることができることが推測される事実が存在すること。 
③ 法人等（当該法人等の子法人等を含む。）が自己の計算において所有して

いる議決権と当該法人等と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密

な関係があることにより当該法人等の意思と同一の内容の議決権を行使す

ると認められる者及び当該法人等の意思と同一の内容の議決権を行使する

ことに同意している者が所有している議決権とを合わせて、子法人等以外

の他の法人等の議決権の 100 分の 20 以上を占めている場合（当該法人等

が自己の計算において議決権を所有していない場合を含む。）における当該

子法人等以外の他の法人等であって、②イからホまでに掲げるいずれかの

要件に該当するもの。 
 

４ 公表等（法第 10 条第３項） 

厚生労働大臣は、事業主に対し高年齢者雇用確保措置に関する勧告をした場

合において、その勧告を受けた者がこれに従わなかったときは、その旨を公表

することができることとしたこと。 

 

 ５ 再就職援助措置の対象となる高年齢者等の範囲等（則第６条第２項） 

法第 15 条第１項の厚生労働省令で定める理由は、改正法附則第３項の規定によ

りなおその効力を有することとされる同法による改正前の法第９条第２項の継続

雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準を定めた場合における当該基準に該当

しなかったことその他事業主の都合とすること。 

 

 ６ 高年齢者雇用状況報告書（則様式第２号） 

   則第 33 条の高年齢者の雇用状況の報告の様式は、高年齢者雇用状況報告書（

則様式第２号。［別添４］参照。）とすること。 

 

第２ 高年齢者等職業安定対策基本方針（法第６条第２項） 

高年齢者等職業安定対策基本方針に定めるべき高年齢者の雇用の機会の増大

の目標に関する事項について、当該高年齢者を 65 歳未満に限定しないこととし

たこと。また、法第９条の事業主が講ずべき同条に規定する高年齢者雇用確保措

置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針となるべき事項を削

除することとしたこと。 

 

 １ 趣旨 

   改正法の趣旨等を踏まえ、高年齢者等の雇用・就業についての目標及び施策
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の基本的考え方を、労使をはじめ国民に広く示すとともに、事業主が行うべき

諸条件の整備等に関する指針を示すこと等により、高年齢者等の雇用の安定の

確保、再就職の促進及び多様な就業機会の確保を図るため、基本方針を策定す

ることとしたものであること。 

 

２ 内容 

（１）対象期間 

   この基本方針の対象期間は、平成 25 年度から平成 29 年度までの５年間とす

るものであること。 

 

（２）高年齢者等の就業の動向に関する事項（基本方針第１関係） 

   高年齢者の雇用・就業の状況や、高年齢者に係る雇用制度の状況等について、

最新の統計結果等を盛り込むものであること。 

 

（３）高年齢者の雇用の機会の増大の目標に関する事項（基本方針第２関係） 

   平成 25年度から公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢が段階的に 65歳へ

引き上げられることを踏まえ、希望者全員の 65 歳までの高年齢者雇用確保措

置が全ての企業において講じられるよう雇用の場の拡大に努めること等によ

り、新成長戦略（平成 22 年６月 18 日閣議決定）で示された平成 32 年までの

目標（「平成 32 年度までの平均で、名目３％、実質２％を上回る成長」等とし

ていることが前提。）である 60～64 歳の就業率を 63％とすることを目指すとと

もに、同年までに 65～69 歳の就業率を 40％とすることを目指すものであるこ

と。 

 

（４）事業主が行うべき諸条件の整備等に関して指針となるべき事項（基本方針

第３関係） 

   現行の基本方針に盛り込まれている内容に加え、再就職援助等の対象者につ

いて法施行規則の改正内容を踏まえて改めるものであること。  

 

（５）高年齢者等の職業の安定を図るための施策の基本となるべき事項（基本方

針第４関係） 

現行の基本方針に盛り込まれている内容に加え、新たに以下の内容を盛り込

むものであること。  

ア 高年齢者雇用確保措置の実施に係る指導を繰り返し行ったにもかかわらず

何ら具体的な取組を行わない企業には勧告書を発出し、勧告に従わない場合

には企業名の公表を行い、各種法令等に基づき、公共職業安定所での求人の

不受理・紹介留保、助成金の不支給等の措置を講じること。 

イ 特に有期契約労働者であった離職者については、公共職業安定所における
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マッチング支援、担当者制によるきめ細かな支援等の活用により、早期の再

就職の促進に努めること。 

ウ 生涯現役社会の実現に向けて、国民各層の意見を幅広く聴きながら、当該

社会の在り方やそのための条件整備について検討するなど、社会的な気運の

醸成を図ること。 

 

第３ 高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針（法第９条第３項） 

厚生労働大臣は、事業主が講ずべき高年齢者雇用確保措置の実施及び運用（心

身の故障のため業務の遂行に堪えない者等の継続雇用制度における取扱いを含

む。）に関する指針を定めるものとすることとしたこと。 

 

１ 趣旨 

この指針は、事業主がその雇用する高年齢者の 65 歳までの安定した雇用を

確保するため講ずべき高年齢者雇用確保措置に関し、その実施及び運用を図る

ために必要な事項を定めたものであること。 

 

２ 指針の内容 

（１）高年齢者雇用確保措置の実施及び運用 

65 歳未満の定年の定めをしている事業主は、高年齢者雇用確保措置に関して、

労使間で十分な協議を行いつつ、適切かつ有効な実施に努めるものとすること。 

 

 （２）高年齢者雇用確保措置（指針第２の１関係） 

事業主は、高年齢者がその意欲と能力に応じて 65 歳まで働くことができる

環境の整備を図るため、法に定めるところに基づき、65 歳までの高年齢者雇用

確保措置のいずれかを講ずるものとすること。 

 

（３）継続雇用制度（指針第２の２関係） 

継続雇用制度を導入する場合には、希望者全員を対象とする制度とすること。

この場合において法第９条第２項に規定する特殊関係事業主により雇用を確保

しようとするときは、事業主は、その雇用する高年齢者を当該特殊関係事業主

が引き続いて雇用することを約する契約を、当該特殊関係事業主との間で締結

する必要があることに留意すること。 

心身の故障のため業務に堪えられないと認められること、勤務状況が著しく

不良で引き続き従業員としての職責を果たし得ないこと等就業規則に定める解

雇事由又は退職事由（年齢に係るものを除く。以下同じ。）に該当する場合には、

継続雇用しないことができること。 

就業規則に定める解雇事由又は退職事由と同一の事由を、継続雇用しないこ

とができる事由として、解雇や退職の規定とは別に、就業規則に定めることも
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できること。また、当該同一の事由について、継続雇用制度の円滑な実施のた

め、労使が協定を締結することができること。なお、解雇事由又は退職事由と

は異なる運営基準を設けることは高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一

部を改正する法律の趣旨を没却するおそれがあることに留意すること。 

ただし、継続雇用しないことについては、客観的に合理的な理由があり、社

会通念上相当であることが求められると考えられることに留意すること。 

 

（４）経過措置（指針第２の３関係） 

改正法の施行の際、既に労使協定により、継続雇用制度の対象となる高年齢

者に係る基準を定めている事業主は、改正法附則第３項の規定に基づき、当該

基準の対象者の年齢を平成 37 年３月 31 日まで段階的に引き上げながら、当該

基準を定めてこれを用いることができるものであること。 

 

（５）賃金・人事処遇制度の見直し（指針第２の４関係）  

高年齢者雇用確保措置を適切かつ有効に実施し、高年齢者の意欲及び能力に

応じた雇用の確保を図るために、賃金・人事処遇制度の見直しが必要な場合の

留意事項を定めたものであること。  

第２の４（４）の周知の方法としては、例えば、常時各作業場の見やすい場

所へ掲示し、又は備え付けること、書面を労働者に交付すること、磁気テープ、

磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、各作業場に労働者が当

該記録の内容を常時確認できる機器を設置することが考えられること。 

第２の４（６）の後段については、高年齢者になる前の段階から行うものを

含むものであること。 

第２の４（７）において、見直しを検討することとされている制度は、賃金・

人事処遇制度を指し、各事業主の判断で見直しを検討するものであること。 

 

（６）高年齢者雇用アドバイザー等の有効な活用（指針第２の５関係） 

高年齢者雇用確保措置を講ずるに当たって、独立行政法人高齢・障害・求職

者雇用支援機構に配置されている高年齢者雇用アドバイザーや雇用保険制度に

基づく助成制度等の有効な活用を図るものであること。 
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高齢職員の能力・経験の活用等に関する検討会 開催要綱 

１ 目的 

公的年金の支給開始年齢が引き上げられることに伴い、雇用と年金の接続を図るため、

地方公務員においては地方の実情に応じて必要な措置を講ずるよう要請されている。こ

うした状況の中で、消防の職場・業務の特性を踏まえつつ、消防力を維持しながら再任

用職員（高齢職員）がこれまで培ってきた多様な専門的知識や経験を積極的に活用する

ために必要な条件等について検討することを目的とする。 

２ 検討項目 

⑴ 再任用職員を配置できるポスト（職場）確保の方策について

⑵ 再任用職員がこれまで培った知識や経験を活用できる職域について

⑶ さまざまな職域で再任用職員が活躍するための人材育成法について

⑷ 再任用職員を積極的に活用するための体力管理及び安全管理対策について

３ 検討会について 

⑴ 検討会は、座長及び構成員をもって構成する。

⑵ 座長は消防庁審議官とする。また、構成員は地方公共団体の関係者及び消防防災

関係者等の中から消防庁長官が委嘱する。 

⑶ 座長は検討会を代表し、会務を総括する。

⑷ 座長に事故がある場合は、座長の指名する者がその職務を代理する。

⑸ 座長は、必要があると認めるときには、オブザーバーの出席を認めることができる。

４ 任期 

  座長及び構成員の任期は、委嘱の日から平成２６年３月３１日までとする。 

５ 事務局 

消防庁消防・救急課に事務局を置く。 

６ 雑則 

この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が定める。 
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高齢職員の能力・経験の活用等に関する検討会 開催等実績 

日 付 議 事 等 

【第１回】 

平成 25 年 

６月 12 日（水） 

１ 主な検討事項について 

(1)  再任用職員を配置できるポスト（職場）確保の方策

について

(2)  再任用職員がこれまで培った知識や経験を活用でき

る職域について

(3)  さまざまな職域で再任用職員が活躍するための人材

育成法について

(4)  再任用職員を積極的に活用するための体力管理及び

安全管理対策について

２ 消防本部・消防学校における再任用制度等の運用状況

について

３ 再任用制度の運用に関する調査の実施について

【意見交換】 

８月８日（木） 

～９月 10 日（火） 

電子メール等を活用した検討項目に関する意見交換 

【再任用制度の運用等に係

る実態調査】 

９月２日（月） 

～24 日（火） 

対 象：消防本部、消防学校 

【再任用制度の運用等に係

る現地調査】 

10 月 21 日（月） 

29 日（火）、30 日（水） 

対 象：消防本部 

【第２回】 

11 月 26 日（火） 

１ 再任用制度の運用等に係るアンケート調査結果につい

て

２ 再任用制度の運用等に係る現地調査結果について

３ これまでの審議結果や調査結果を踏まえた検討会の方

向性について

４ 報告書の構成（案）について 

【第３回】 

平成 26 年 

２月 19 日（水） 

１ 高齢職員の能力・経験の活用等に関する検討会報告書

（案）ついて
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高齢職員の能力・経験の活用等に関する検討会構成員 

（敬称略：五十音順） 

【座 長】 

 武 田 俊 彦 消防庁審議官 

【委 員】 

 越後谷   晃 千葉市消防学校学校長 

 岡 本  達 也 富山県知事政策局消防課長 

君 嶋 幸 夫 東京消防庁人事部職員課長 

 熊 坂   誠 相模原市総務局総務部参事兼職員課長 

 清 水 哲 弥 松本広域消防局総務課長 

 菅 澤 信 博 銚子市消防本部総務課長 

 副 島 將 司 京都市消防局総務部人事課長 

 本 山 和 平 高知市消防局消防署所再編推進担当副参事 

 森 本 祐 司 枚方寝屋川消防組合消防本部総務部次長兼人事課長 

 八  上 弥一郎 長浜市総務部人事課長 

矢 島 啓 志 茅ヶ崎市消防本部消防次長兼消防総務課長 

 山 口   勝 横浜市消防局総務部人事課長 

米 澤 朋 通 総務省自治行政局公務員部高齢対策室長 

（五 嶋 青 也） 

【オブザーバー】 

 宮 川 恵 三 警察庁長官官房人事課課長補佐 

（佐 藤 昭 一） 

※（ ）内は前任者 
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